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東南アジア

東南アジア地域は「東南アジア諸国連
合（ASEAN）」に加盟するインドネシア、カ
ンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブ
ルネイ、ベトナム、マレーシア、ミャンマー、ラ
オスと2002年に独立した東ティモールをあ
わせた11カ国からなり、その面積は449.7
万km2（日本の12倍）、人口は5.3億人（日
本の４倍）に達します。
中国とインドとの間にあるこの地域は、

古くから航海や交易の要衝でした。そのた
め、中国、インド、イスラム文明の影響を受
け、多種多様な文化と社会を形成してきま
した。16世紀以降は列強の植民地支配
下に置かれ、第2次世界大戦とその後の冷
戦に巻き込まれました。なかには、直接戦
火を交えた国もあり、国ごとに政治や経済
の体制が異なりました。
しかし、1967年にインドネシア、シンガポ
ール、タイ、フィリピン、マレーシアが、経済
成長や域内平和を目的にASEANを設立。
1995年以降にはベトナム、ラオス、ミャンマ
ー、カンボジアがこれに順次参加し、統合
の動きが加速しています。2000年には
ASEANの域内格差を是正し、地域の競
争力を高めるために、加盟国間で

「ASEAN統合イニシアティブ」が合意され
ました。
東南アジアと日本とは古くから交易が盛
んで、現在でも政治、経済、文化などあら
ゆる面で緊密な関係を続けています。東南
アジアは日本の安全と繁栄にも大きな影
響を及ぼしうる重点地域であることから、
1954年から50年間で12兆円のODAが投
じられ、各国および地域全体の発展にさま
ざまな形で寄与してきました。
JICAにとってもASEANは最大の協力対
象地域であり、ASEANの経済統合と地域
統合を意識しつつ、各国の発展段階に応
じたきめ細かな協力を展開しています。とり
わけ、①民間主導による成長促進と国際
競争力強化のための支援、②域内格差是
正のための支援、③貧困削減のための支
援、④テロや海賊対策など、域内の課題
のための支援を、ASEAN全体に共通する
４つの柱としています。また、2004年12月
に発生したスマトラ沖大地震・インド洋津
波災害には緊急援助隊を派遣し、引き続
きインドネシアとタイで復興に向けたさまざ
まな協力を展開しています。

ASEAN統合に向けて包括的な協力を展開援助の柱

S o u t h e a s t  A s i a

■各国への協力実績（2004年度）

合 計*�

34,664,260
（単位：千円）�

ラオス �
2,773,402

マレーシア �
2,290,783

ミャンマー �
1,445,821

東ティモール �
511,686

シンガポール �
28,115

ブルネイ �
3,047

インドネシア�
7,987,276

フィリピン�
5,128,897

ベトナム�
5,710,870

タイ�
4,702,424

カンボジア�
4,081,939
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1997年に「ASEANビジョン2020」を採択して以来、

ASEANは経済、政治･安全保障、文化などすべての

分野を包括する地域協力を強化しています。なかで

も、経済統合に向けて、域内の自由貿易協定を活発に

推進してきています。2003年のASEAN全体の経済成

長率は５%で、1999年以降成長率がマイナスに転ずる

ことはなく、順調に成長してきました。

一方で、地域統合に向けては、

①中進国となった先発ASEAN諸国と、1990年代に加

盟したASEAN諸国（ベトナム、ラオス、ミャンマー、

カンボジアなど）との域内格差の是正

②各国における社会的弱者の支援

③経済統合を進めるうえで必要な経済インフラの整備

④経済政策運営能力の強化

⑤中小企業などの民間セクターの振興

⑥鳥インフルエンザなどの感染症対策

⑦テロや海賊対策

など、解決しなければならない課題がまだまだあります。

ASEAN諸国と日本との関係は、情報通信や交通の

発展にしたがって、政治、経済、社会だけでなく、個

人レベルでもますます深まってきています。経済面で

は、緊密な経済関係を築くための経済連携協定の締結

交渉が進んでいます。2002年にシンガポールとの協定

を発効したのを皮切りに、フィリピンとマレーシアに

加え、先ごろタイとは原則合意、インドネシアとも交

渉が続いており、ASEAN地域全体との交渉も開始さ

れています。経済連携協定の締結によって、日本と東

南アジアとの関係は確固たるものになり、ASEANの

開発の現況

＊グラフ掲載国の実績合計額
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政治的安定と経済発展が日本の安全と繁栄に直接結び

つく時代に入ったといえます。

日本の東南アジアに対するODAは、地域の経済発

展に大きな役割を果たしてきました。これまで社会経

済基盤を整備し、開発援助を通じて人材を育成し、政

策制度を支援するなど、貿易投資を呼び込む基盤をつ

くり上げてきています。2004年度のJICA実績をみて

も、全世界に対する協力のうち、東南アジアへのもの

は依然として最大のシェアを占めています。今後は

ASEAN統合の動きに向けて総合的に支援することを

第一とし、その際、「①民間主導による成長促進と国

際競争力強化のための支援」「②域内格差是正のため

の支援」「③貧困削減のための支援」「④テロや海賊対

策など、域内の課題解決のための支援」をASEAN共

通の４つの柱として、各国の所得水準や市場経済の段

階、これまでの協力経緯と実績をふまえ、持続的な経

済成長と貧困削減の両者にバランスを置きながら、引

き続き協力していきます。

現地NGOと協力し、津波で船を失った漁民のための漁船製造を支援。船大工の
手を離れた船は、漁民により目張りと塗装が施されて完成する（インドネシア・ア
チェ州） 撮影：吉田勝美

重点課題と取り組み
民間主導による成長促進と国際競争力強化 …

ASEANにおける、現在、最も重要な開発課題は、

各国の持続的な経済発展と経済連携の促進です。先発

ASEAN５カ国については、経済政策の運営能力強化

と、ガバナンス改革および域内・域外との経済連携の

促進が必要です。ベトナムやラオス、カンボジアなど

1990年代にASEANに加盟した４カ国については、産

業振興とそのための人材育成、経済インフラ整備、制

度整備をすみやかに進め、ASEAN統合を加速しなけ

ればなりません。こういった支援は、日本にとっても

「最重要地域であるASEANと、投資や人の移動など

幅広く強固な経済関係を築く」という積極的な意味合

いがあります。

JICAではこれをふまえて、「民間主導による成長促

進と国際競争力強化のための支援」をASEANに対す

る協力の最も重要な柱としています。具体的には「経

済政策運営能力の強化」「中小企業・民間セクターの

振興」「産業人材の育成」「経済インフラの整備」「制

度整備」「ガバナンス改革と改善」「経済連携の強化」

を軸に協力を展開しています。

たとえば、改革に取り組むインドネシアを政策面か

ら支援するため、日本・インドネシア両国首脳の合意

のもと、2002年３月から「インドネシア経済政策支援

プログラム」を開始しています。同プログラムでは、

インドネシア政府への政策提言を行うために、これま

でジャカルタで６回、東京で３回の有識者会合を開い

ています。日本側の有識者とインドネシア閣僚クラス

との政策対話を中心に、政策研究を織り交ぜながら活

動し、国債の償還方法やIMFプログラムからの卒業問

題などの折々の大きな政策に対して重要な提言を行っ

ており、IMF（国際通貨基金）や世界銀行などの国際

機関からも、日本のソフト支援におけるあらたな成功

例として注目されています。2004年８月には、このプ

ログラムの集大成として「インドネシアに関する東京

セミナー2004」が日本とインドネシアの関係者を集め

て開催されました。セミナーでは、「地方分権」「マク

ロ経済と財政運営」「金融セクター改革」「貿易・直

接投資および経済統合」「中小企業振興」などの重大

な政策課題について、その改革の方向性や政策運営の

方法について活発に意見が交換されました。

また、ベトナムでは市場経済化と対外開放政策が推

進されていますが、法の不備や執行能力の低さが問題

となっていました。JICAはベトナムの要請を受けて、

1996年から「ベトナム重要政策中枢支援（法整備支援

フェーズⅢ ｣）」を開始し、専門家派遣や司法関係者へ

の研修などを通じて、各種法案の起草や法曹関係者の

人材育成に協力してきました。この結果、2004年６

月には民事訴訟法と破産法が成立しました。さらに民

法の改正に関しても、ベトナム司法省と共同研究会を

立ち上げ、日本人研究者・専門家が改正民法草案に助

言し、指導や現地ワークショップなどを行ってきまし

た。こうして起草された改正民法が、2005年５月、

ベトナムの国会で可決されました。

域内格差是正…………………………………………………………

ASEAN統合を実現するためには、1990年代に

ASEANに加盟した4カ国の全体的な底上げを進めて

いく必要があります。現在、メコン河流域のベトナ

ム、カンボジア、ミャンマー、ラオスに、タイと中華
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人民共和国の雲南省を加えて、国をまたいだ広域的な

開発をめざす「メコン地域開発」が進められており、

JICAもさまざまな形で協力してきています。

カンボジアでは、日本の無償資金協力とアジア開発

銀行によって、プノンペンとホーチミンの東西を結ぶ国

道１号線「アジアハイウェイ」が建設中です。JICAで

は、国道１号線がメコン河を渡る地点での橋梁建設に

必要な「第二メコン架橋建設計画調査プロジェクト」を

実施しています。ベトナムでも、南部の物流拠点となる

カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設のための

実施設計調査を行っています。そのほか、ラオスにある

世界遺産で有名なルアンプラバン地区の国道網計画

や、カンボジアの港湾整備にも協力していく予定です。

また、「ASEAN統合イニシアティブ」では、情報通

信技術やインフラの整備に並んで、人材育成が重点分

野とされています。この分野について、JICAでは、

日本との協力の歴史が長く、開発が進んでいる先発

ASEAN諸国と連携して、後発４カ国への協力を積極

的に推進しています。たとえば、シンガポールでは、

メコン河流域４カ国に対して、中小企業開発、証券市

場育成、起業家育成といった経済成長促進や、国際

競争力の強化につながる分野でのノウハウを伝えるた

めの研修を行っています。また、フィリピンでカンボ

ジア向けに航空管制技術、マレーシアでベトナム向け

に予防接種技術、カンボジア向けに看護技術の研修を

行うなど、それぞれの国のニーズに細かく応える支援

を進めています。

「人間の安全保障」の視点をふまえた貧困削減
ASEAN統合にとって、後発4カ国の底上げと並ぶ、

大きな課題が貧困です。ASEANは目を見張る発展を

遂げていますが、１日１ドル以下で生活しなければならな

い絶対的貧困者は、たとえばインドネシアに1500万人、

フィリピンに1000万人、カンボジアやラオスには全人口の

２割程度はいると推定されています。各国は貧困層の生

計向上に積極的に取り組んでおり、インドネシアなどでは

地方分権化を進め、住民参加の手法を取り入れながら、

法律や行政の仕組みの改編を進めています。JICAはこ

うした各国の動きにあわせた協力を続けていきます。

具体的には、基礎教育改善支援の一環として、地域

住民と地方政府の教育行政能力の強化に焦点を当てた

「地方教育行政改善計画プロジェクト（インドネシア）」、

森林資源の保全と村落の持続可能な営農の定着をめざ

す「森林管理･住民支援プロジェクト（ラオス）」、貧し

く、助産婦の数が少ない北中部のゲアン省をモデル地

域に、妊産婦ケア関連の保健行政を強化し、村の保健

医療サービスを向上させる「リプロダクティブヘルス・

プロジェクト（ベトナム）」などがあり、各国でより直

接住民に届く協力をめざしています。今後も、カンボ

ジアの北東部先住民やミャンマー・カレン州の生活改

環境下で生活しています。

平和定着と人間の安全保障に向けて
JICAは地域に根ざした活動を進め

ている現地NGOと連携して、①紛争
によってトラウマを負った子どもたち
への情操教育、②先住民への水供給事
業、③女性を対象とした識字教育・職
業訓練、④障害者の社会参画促進、⑤
離島少数民族の生計向上といったプロ
ジェクトを実施しています。「子どもた
ちへの情操教育」では、NGOスタッフ
が地域住民によるボランティアグルー
プを組織し、手づくりの教育活動を実
践しています。スタッフは、トラウマ
を負った子どもたちが児童兵として誘
われるという状況に危機感を募らせ、
「あなたの腕は友人、家族、隣人を抱き
しめるためにあるのです。銃を持ち、
戦うためではないのです」と子どもや
若者に声をかけながら活動していま

貧困と生活不安に苦しむ紛争被災者たち
フィリピン・ミンダナオ島の最南端

に位置するムスリム・ミンダナオ地域
は、政治的不安定、経済停滞、絶対的
貧困に加えて治安状態が悪く、地域住
民の所得は全国平均の約3分の1、基
本的な生活に欠かせない水、電気、衛
生的なトイレの供給などの指標も全国
平均の半分以下という状況です。
JICAは同地域の平和と安定のために
2003年から本格的に支援を開始し、
現在、農業、保健、行政能力強化とい
った分野を中心に、多方面での協力を
展開しています。
20年以上にわたるムスリム・ミン

ダナオ地域での紛争は、経済の停滞を
招き、住民に他民族への不信感や暴力
への依存意識を植えつけ、人々の心か
ら希望を奪っています。女性や子ども
たち、紛争によって障害を負った人々
は、紛争被災者のなかでも特に厳しい

す。また、「女性対象の識字教育・職業
訓練」では、2005年3月までに800
人近くの女性が識字教育コースを受講
しています。彼女たちが字を読めるよ
うになることも大切ですが、家庭に戻
り、子どもたちや地域の人々に教育の
必要性を説き、住民の住民による村お
こしにさらに積極的にかかわっていく
ことが期待されています。

（フィリピン事務所）

紛争のしわ寄せを受けた人々に希望を

フィリピン ● ムスリム・ミンダナオ地域への平和構築支援

平和への祈りを込めた壁画を描く若者たち
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善について協力する予定です。

地域レベルのグローバルイシューへの対応 …

東南アジアには、「テロや海賊対策」「感染症対策」

「環境保全」「麻薬対策」「平和構築・復興」「地震・

津波被害の復旧・復興」「津波早期警戒システム構築

を含めた、自然災害に対する防災」など、域内全体で

解決しなければならない課題もあります。こうした課

題は、貧困と同様にASEAN統合の障害になりかねな

い問題です。

たとえば、麻薬の問題では、カンボジアで周辺国か

らの薬物の流入、国内での密造、密売などが社会問題

化しており、治安の悪化要因となっています。そのた

め、行政官や薬物取締官による薬物乱用防止のための

啓発活動を進め、薬物犯罪の取り締まり能力向上に向

けた研修やセミナーを実施してきています。

2005年３月に、マラッカ海峡で日本人船長らが海賊

に誘拐された事件は記憶に新しいところです。海賊な

ど国境を超える犯罪に対しても、対策づくりのための

マスタープラン作成、犯罪人引き渡しに関する法律の

整備、取締官対象の研修の実施を予定しています。

環境保全については、これまで最重点の協力分野と

してきました。たとえば、マレーシアのボルネオ島で

の「生物多様性・生態系保全プログラム」と、生物多様

性保全を目的としたグヌン・ハリムン・サラク国立公園

でのプロジェクトの間で、情報と管理手法を相互にや

り取りしています。これは、ボルネオ島のプログラムの

成果を、インドネシア各地の国立公園に生かしていくた

めです。また、各国で大気汚染対策や産業廃棄物処

理、生活ゴミについての協力を行ってきています。

鳥インフルエンザなどの感染症も、依然として注目され

ています。新興の感染症に対しては、感染症診断に向け

たラボ運営に関する人材育成（ベトナム）などの取り組み

を進めています。また、ポリオのような再興が認められる

感染症対策についても、協力を急いでいるところです。

スマトラ沖大地震・インド洋津波災害に対する復興

支援※については、インドネシアではアチェ州および

ニエス島で「コミュニティ再建」「行政・社会サービス

の再整備」「経済復興」、タイでは「防災・避難体制の

確立」「住民啓蒙」に向けた協力を進めています。この

ほか、南西アジアやアフリカ諸国も含めた環インド洋

津波早期警報システムを構築するための研修など、包

括的で迅速な協力を続けていく予定です。

※詳しくは特集（P.10～13）を参照。

と協力しながら、コミュニティに存在
する「バリア（障害者の参加を妨げる
もの。建物や交通、情報、制度、規則
のほか、偏見や差別など人々の心にも
存在する）」を取り除くことが期待され
ています。
このように、個々人に焦点を当て、

彼らの組織化と自助グループを支援
し、彼らが自らを守る力をつけていく
ことで、政府の力を補完し、社会の開
発と基盤安定を促す本プロジェクトは、
まさに「人間の安全保障」の概念を実践
するものといえます。

障害者の自助と南々協力
1993年にスタートした「アジア太

平洋障害者の10年」（国連アジア太平
洋経済社会委員会［ESCAP］が制定）
を受け、JICAが協力の基点となるセン
ター設立候補地を探した際、障害者リ
ーダーが非常に活発に活動し、さまざ
まなNGOが草の根レベルで障害者支
援を進めているタイが選ばれました。
「『途上国』の障害者支援は、『途上国』

障害者エンパワーメントと
人間の安全保障
アジア・太平洋地域では、約3億人

が身体・視覚・聴覚・知的・精神などな
んらかの障害を抱えており、その大半
が開発途上国で生活しています。近年
多くの途上国で開発が進んでいます
が、彼らの多くは、依然としてコミュニ
ティの社会・経済活動に参加できずに
差別と貧困のなかにあり、基本的要求
も満たされず、人としての尊厳さえも
危ぶまれています。
このプロジェクトは、地域の障害者

団体をはじめとするNGOや国際機関
と連携協力し、政策レベルのみならず、
障害当事者など草の根の人々に直接働
きかけて、状況を改善しようとするも
のです。障害者を援助対象としてのみ
とらえるのでなく、将来の開発の担い
手として、彼らの能力強化（エンパワ
ーメント）を重視しているところが大
きな特徴です。「だれもが住みよい社
会」をめざし、プロジェクトを通じて
力をつけた障害者が率先して他の住民

の障害者が一番よく知っている」を念
頭に、2002年8月からプロジェクト
専門家とカウンターパートが、地域の
障害者リーダーとともに精力的に活動
に取り組んでいます。これまで25カ
国以上の開発途上国の政府やNGOを
訪問し、彼らがもつ貴重な人脈や情
報・ノウハウを掘り起こし、研修活動
を通じて育成・強化したり、情報支援
活動を通じて関連団体に紹介し、ネッ
トワークを形成したりしています。特
に、障害者自身のもつ障害者支援ノウ
ハウを活用し、たとえば地域社会での
自立生活や自助グループづくりなどに
関する研修コースを実施しています。
これら研修コースの講師のほとんどが
障害当事者であり、途上国の現場で長
年活動してきたリーダーです。2007
年のプロジェクト終了時に向け、元研
修員などのフォローアップを行い、各
国での草の根の障害者支援活動がさら
に活発になるよう、関係者一同努めて
います。

（タイ事務所）

タイから地域へ―障害者による社会開発

タイ ● アジア太平洋障害者センタープロジェクト
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東アジア

1970年代末に改革・開放政策が開始
されて以降、日本は、中華人民共和国
の近代化への努力にできる限り協力し
てきました。その背景には、「中華人民
共和国の安定した経済発展＝日本の国
益」という認識がありました。近年は、
①同国経済の急激な発展と、社会・経
済構造の変化によって、援助ニーズが
変化してきたこと、②長期に及ぶ日本
の経済停滞を背景に、日本のODA総額
が削減されてきたことなどから、対中援
助政策が見直され、2001年10月に外務
省から「対中国経済協力計画」が発表さ
れました。
JICAでは、この計画にそって、日本
の民間活動への支援と多国間協力の推
進に留意しつつ、以下の4項目に重点を
置いた技術協力を実施しています。
①環境問題など、地球的規模の問題に
対処するための協力
②改革・開放の支援

③相互理解の促進
④貧困克服のための支援

一方、モンゴルでは、1991年に旧コ
メコン体制が解体して以降、経済が混
乱しましたが、強力な経済安定政策と
日本を中心とした諸外国からの支援に
よって、1995年以降は徐々に安定して
きています。市場経済化を進めるモン
ゴルへの支援は、2004年11月に外務省
が発表した「対モンゴル国別援助計画」
を基本的な指針としています。この計
画では、以下の4分野を重点分野として
挙げており、JICAもこの計画にそって、
協力を展開しています。
①市場経済を担う制度整備と人材育成
への支援
②地方開発支援
③環境保全支援
④経済活動を促進するためのインフラ
整備支援

中華人民共和国への援助の見直しとモンゴル支援援助の柱

E a s t  A s i a

■各国への協力実績（2004年度）

中華人民共和国
5,923,242

モンゴル�
1,468,729

合 計*�

7,391,971
（単位：千円）�

第 １ 章
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中華人民共和国―経済発展の一方で課題も残る
中華人民共和国は、過去20年の平均実質経済成長

率が９%を超えるなど、長年にわたって高い経済成長

を維持しています。1978年に225ドルだった国民１人

あたりGDP（実質）は、2003年には1000ドルを超え、

1090ドルに達しました。2001年12月にはWTOに加盟

し、世界経済に占める中華人民共和国の存在はますま

す大きくなっています。2004年、同国の貿易総額は

WTO加盟時点の２倍となり（約1.1兆ドル）、アメリカ

合衆国、ドイツに次いで世界第３位になりました。

その一方で、中華人民共和国は「環境汚染」「資源と

エネルギー不足」「地域間、国民各層間における経済

格差の拡大」など、さまざまな問題に直面しています。

2003年に国連中国代表部がまとめた「ミレニアム開発

目標（MDGs）」の達成状況評価では、「エイズや結核な

どの感染症の抑制」「環境保護」「男女の教育機会の均

等化」の項目で、「目標達成が危ぶまれる」となっていま

す。これらの問題は、長期的に社会の不安定要因とな

開発の現況

土
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＊グラフ掲載国の実績合計額
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りうるほか、国境を越えて他国に影響を及ぼす恐れが

あり、対策が必要となっています。

モンゴル―市場経済化の基礎固めは終了 ……

モンゴルでは、1995年以降2002年まで、GDPの年

平均成長率は2.7%でしたが、2003年は5.5%、2004年

は10.6%へと上昇しました。こうした状況から、これ

まで支援してきた国際機関や諸外国は、モンゴルの市

場経済化に向けた改革の基礎固めは終了したという認

識に立っています。

しかし、マクロ経済が好調な一方で、財政、貿易は

ともに赤字基調です。また人口の40%近くが絶対的貧

困層（１日１ドル以下で生活する人々）であり、貧富の

格差が顕著になってきています。首都と地方の地域格

差の拡大にも、対策が必要となっており、加えて、経

済インフラ部門（運輸、交通など）や社会インフラ部門

（教育、保健医療など）のサービスを質量ともに強化・

中華人民共和国―国際社会と協力し、日本の知見を生かす
第一に、中華人民共和国の環境問題や感染症の蔓延

は依然として深刻で、国境を越えて日本にも影響が及び

かねません。こうした問題への対応には、国際社会が

協力することが不可欠です。環境問題について、JICA

は、酸性雨や黄砂への対策のほか、地球温暖化対策、

「循環型経済」を推進するための政策や技術への支援

を実施しています。また、生態系の維持・回復、水資源

の持続的な利用に貢献する人材の育成、計画策定や技

術開発なども支援しています。感染症対策については、

同国のポリオ撲滅に携わった経験を生かし、世界保健

機関（WHO）などとも連携しながら、結核、HIV/エイ

ズ、SARSなどの対策に協力しています。

第二に、日本の民間活動を支援する観点からも、国

際的なルールに整合した市場経済システムを確立する

ことは重要で、JICAではそのための中華人民共和国

の取り組みを支援しています。具体的には、経済法や

企業関連法を整備し、国際的ルールに即した税制、知

的財産権、技術・適合性基準などを確立させ、普及

させるために、日本の経験と現状を紹介したり、人材

を育成したりしています。

第三に、日中両国民間の相互理解は、長期にわたる

良好な関係の基礎となる、非常に重要なものです。こ

のため、ボランティア派遣、地方自治体間の交流促

進、青年招へい事業や中国若手・中堅幹部の訪日研修

の実施などにより、両国民が直接交流する機会を拡大

し、互いの文化・社会への理解をさまざまな側面から

深めています。

最後に、沿岸部と内陸部、都市と農村の間の経済

格差の拡大や、生活の安定が確保されない多数の社会

的、経済的弱者の存在は、同国の経済・社会の安定

した発展を脅かしかねない問題で、日本としても看過

できません。そこで、地域間格差の是正に貢献する地

域開発計画や制度を整備し、それを実施する人材を育

成し、社会的セーフティネットを確立するなど、日本

の経験や技術が生かせる分野で支援しています。

重点課題と取り組み

JICAはモンゴルのゾド被害（寒害）の一因である過放牧を軽減させるための改善
計画を作成。調査の一環で建設した井戸　撮影：今村健志朗

人材不足が顕著なリハビリテーション医療専門職を養成（中華人民共和国・リハ
ビリテーション専門職養成プロジェクト）

拡充すること、市場経済の制度を構築し、それを支え

る人材を育成することなど、種々の課題解決が急務と

なっています。



モンゴル―経済成長と格差是正に向けて ……

モンゴルは市場経済化社会に向けた改革の基礎を構

築する段階を終了し、今後は安定した経済成長が不可

欠です。こうしたなか、JICAは第一に、徴税機能強

化をはじめとする行政にかかわる人材、および将来の

モンゴルを担う人々を育成するため、特に基礎教育を

中心とした教育分野を引き続き支

援していきます。また、GDPの

80%を占める民間セクターの活性化

を目的として、経済活動を円滑に

進めるための法律の執行環境整備、

「モンゴル・日本人材開発センター」

を中心にした民間セクター関係者

対象の人材育成などにも力を入れ

ています。

第二に、地方開発分野では、基

幹産業である農牧畜業を強化・支

援しながら、地方の産業を育成し、

社会インフラや制度を整備するな

ど、地方と首都との格差を是正す

るための協力を進めます。

第三に、①大都市のゴミ問題、②国境を越えて近隣

国に影響を及ぼす黄砂の問題、③水質や大気の汚染対

策など、環境保全に関連する協力を進めます。

最後に、インフラ部門の整備はモンゴルの経済発展

の基礎となります。国民生活に直結したインフラのみ

ならず、観光や地下資源開発と密接な関係をもつ運輸

分野の整備にも力を入れています。

42 JICA 2005

経営・技術レベルが飛躍的に向上
こうした支援の結果、停電は大幅に

減少し、産業の振興と市民生活の向上
に大きく役立ちました。また、発電所
の経営・技術レベルも飛躍的に向上し、
黒字経営となったため、自らの力で円
借款を返済するまでになっています。
「一番苦しいときに、真っ先に助けて
くれた日本への感謝を忘れてはいけな
い。いつまで
も日本に頼ら
ず、モンゴル
人がもっとが
んばるべきだ」
というのが、
発電所所長の
口癖です。無償
資金協力で行
う予定だった
ボイラー改修
を、返済義務
の生じる有償

1991年からスタートした日本の協力
モンゴルの第4火力発電所は、全国
の電力の約70%を供給している国内
最大の発電所です。以前は旧ソ連が協
力していましたが、民主化後に旧ソ連
の技術者が引き揚げ、資材の供給も止
まったことで、発電所の稼動に重大な
支障が生じ、市内では頻繁に停電が起
き、市民生活に深刻な影響を及ぼすよ
うになりました。
このような事態に際し、1991年に
日本から無償資金協力による機材供与
が開始されました。95年10月にはボ
イラー4缶を近代化するための円借款
が供与され、96年からは発電所運営
の専門家が技術指導を行いました。
2002年からはシニア海外ボランティ
アがグループ派遣され、発電所業務の
細部を指導しています。派遣された
人々は、当初モンゴル側のペースにか
なり戸惑っていましたが、じっくりと
コミュニケーションをとる努力をして
きました。

資金協力に変更してほしいと、自ら申
し出たほどです。2004年の新潟中越
地震に際しては、約1200人の所員全
員が休日出勤し、全員の超過勤務手当
約130万円を寄付していただきまし
た。これまでの日本の技術協力が、モ
ンゴルの人々に心の底から感謝されて
いることの表れでしょう。

（モンゴル事務所）

産業の振興と市民生活の向上に大きく貢献

モンゴル ● ウランバートル第４火力発電所への技術協力

発電所の支援にあたるシニア海外ボランティア　撮影：今村健志郎

モンゴル・ウランバートル市郊外に広がるゲル群。ゾドにより牧畜を放棄し仕
事を求めて首都近郊に流入した人々の住宅　撮影：今村健志朗
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中央アジア・コーカサス

中央アジア・コーカサス地域は、歴
史的にはアジアとヨーロッパを結ぶシ
ルクロードの要衝として、古くから交
易などによる人やモノの移動が盛んな
地域でした。現在もなお、ロシア、中
華人民共和国といった大国やアフガニ
スタン、イラン、トルコなどの国と接
しており、その重要性は変わっていま
せん。さらに、カスピ海沿岸の石油・
ガス開発も進んでおり、あらたなエネ
ルギー供給地域としても注目されてい
ます。
1991年の旧ソ連崩壊にともなう独立
から15年が経過しようとしていますが、
この間、豊富な天然資源を背景に順調
な経済発展を続ける国や、かなり市場
経済化が進んだ国もある一方で、依然
として閉鎖的な政治経済体制を続けて
いる国や、独立後に内戦を経験した国
があるなど、発展のスピードや方向性
が多様化しました。

しかし、旧ソ連時代に中央政府から
の強い統制や徹底した分業体制が敷か
れてきたことなどから、いまだに社
会・経済制度の整っていない国が多く、
民主主義制度の確立、市場経済化など
の共通の課題を抱えています。また、
これらを支える人材の育成も共通した
課題です。さらに、大都市を除く農村
の生活は厳しく、貧困削減や失業対策
など、独立直後の経済危機から続く問
題を抱えています。
JICAは、各国の発展段階を考慮しつ
つ、市場経済化政策への助言や人材育
成、基本的なインフラの整備などへの
協力を実施しています。また、教育、
保健医療の分野については、「人間の安
全保障」の視点を取り入れた協力を行っ
ています。さらに、環境問題など、旧
ソ連時代に顧みられることのなかった
問題も顕在化しており、この分野でも
協力を進めています。

民主主義制度の確立と市場経済化に向けて援助の柱

Central Asia and the Caucasus

■各国への協力実績（2004年度）

第 １ 章

シルクロードの要衝 ………………………………………………

中央アジア地域は、ウズベキスタン、カザフスタ

ン、キルギス共和国、トルクメニスタン、タジキスタ

ンの５カ国、コーカサス地域は、アゼルバイジャン、

アルメニア、グルジアの３カ国からなっています。こ

の地域はユーラシア大陸のほぼ中央にあり、両地域あ

わせて、面積約420万㎞2、人口約7000万人を有してい

ます。この地域は、歴史的にはオアシス地帯を東西に

結ぶシルクロードの要衝でした。1920年代に旧ソ連に

組み込まれましたが、1991年にその解体にともなって

独立を果たしました。

宗教的には、中央アジア５カ国とアゼルバイジャン

では生活文化のうえでイスラム教への回帰がみられる

ものの、各国とも政教分離政策を採用しており、イス

ラムの規範は必ずしも厳格ではありません。一方、ア

ルメニアとグルジアではキリスト教が広く普及してお

り、固有の言語や文字を有するなど独自の文化圏を形

成しています。その民族構成は、トルコ系、スラブ

系、イラン系など、非常に複雑です。

多様化する政治・経済状況 …………………………………

独立以降、各国とも市場経済化を進めてきました

が、天然資源の有無や改革スピードの違いなどから、

経済発展の差が大きくなっています。カザフスタン、

キルギス共和国とコーカサス３国は、貿易自由化、規

制緩和、国営企業の民営化などの構造改革を積極的に

進めています。カザフスタンとアゼルバイジャンは、

カスピ海の石油開発を背景に経済発展を遂げていま

開発の現況

アルメニア �
277,454�
タジキスタン �
273,995

アゼルバイジャン �
106,580�

グルジア �
103,874�

トルクメニスタン �
9,643

ウズベキスタン�
941,968

キルギス共和国�
1,195,464

カザフスタン�
502,209

合 計*�

3,411,187
（単位：千円）�

＊グラフ掲載国の実績合計額
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す。キルギス共和国は経済自由化の一方で重債務に陥

っており、財政再建と経済の建て直しが大きな課題と

なっています。一方、ウズベキスタンとトルクメニス

タンは、このような急進的改革プログラムとは一線を

画し、独自のゆっくりとした経済改革路線を歩んでき

ています。タジキスタンは、数年に及ぶ内戦という困

難を乗り越え、持続的な開発のための経済改革に向け

て動き出したところです。

この地域の主要産業は農業です。中央アジア地域の

ほとんどは乾燥地域に属していますが、旧ソ連時代の

大規模灌漑による綿花モノカルチャーからの脱却をめ

ざして、構造改革を進めています。

国際関係をみると、2001年６月に中華人民共和国、

ロシアを含めた「上海協力機構」が設立されたほか、

2001年のアメリカ合衆国同時多発テロに続くアフガニ

スタン空爆に際して、ウズベキスタン、タジキスタン、キ

ルギス共和国の３カ国が欧米軍に基地を提供するな

ど、状況はダイナミックに変化しつつあります。

コーカサス地域では、アゼルバイジャンとグルジア

が石油および石油パイプライン事業を中心に、西側と

の関係を強化しています。また、アゼルバイジャンと

アルメニアは、ナゴルノ・カラバフの帰属問題を巡っ

て対立が続いています。

民主化と貧困問題 ………………………………………………

独立以降、ほとんどの国では旧ソ連時代からの指導

者が継続して政権を担当してきていましたが、近年、

民主化の動きが顕在化しています。グルジアでは2004

年１月に新しい大統領が誕生し、国家再建が進んでいま

す。キルギス共和国では2005年３月に大統領が辞任し、

暫定政権があらたな体制づくりの準備を進めています。

中央アジア・コーカサス地域の共通の開発課題は貧

困問題です。内戦を経験したタジキスタンや重債務に

苦しむキルギス共和国では、国民１人あたりの所得

青
年
海
外
協
力
隊
員
に
折
り
紙
を
教
わ
る
子
ど
も
た
ち

（
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
）

日本センターでコンピューター
研修を開始
2005年からは、ウズベキスタン・日
本人材開発センターがウズベキスタン
聾唖者協会と協力して、聴覚障害・難
聴者を対象にしたコンピューター研修
を始めています。障害者がコンピュー
ターの基本操作や事務管理ソフトとイ
ンターネットの使い方を学ぶという内
容は、ウズベキスタンでは初めてのも
のです。
18人が参加した第１回の研修では、
タシケント教育大学の教師と日本人材
開発センターのコンピューター
研修担当者が講師を務め、ウズ
ベキスタン聾唖者協会の手話通
訳者が加わりました。講師から
受講者への指示は口頭では行わ
ず、講義内容を研修員のコンピ
ューターに示す方法をとりまし
た。受講者は、各人のコンピュ

就職先が限られている聴覚障
害・難聴者たち
ウズベキスタンでは、聴覚障害者が
義務教育を終えてから普通高校に進学
するのはむずかしいのが実情です。高
等教育を受けられないために、障害者
の就職先は限られており、その多くが
靴職人、縫製、理容師などのサービス
業に就いています。
ウズベキスタン聾唖者協会では、聴
覚障害・難聴者の社会的な自立を支援
するため、手話通訳の研修を行ってい
ます。JICAでは2002年から3年間、
この研修を支援しており、ウズベキス
タン全土から手話通訳者、聴覚障害児
寄宿校の校長など合計359人が参加
しています。その間日本の全日本聾唖
連盟と兵庫教育大学から専門家を派遣
し、最新の手話教育システムに関する
セミナーも開催しました。

ーターとその横に設置したデモ用モニ
ターで、操作の仕方とテキストの両方
を見ることができ、質問は手話通訳者
を介して行われました。研修が終わる
ころには、ほとんどの受講者が基本的
なコンピューター操作を習得し、一般
のソフトウェアを使いこなせるように
なりました。ウズベキスタン・日本人
材開発センターでは、聴覚障害者・難
聴者の自立をめざして、今後も初中級
者に対するコンピューター研修を続け
ていく計画です。

（ウズベキスタン事務所）

聴覚障害者・難聴者のエンパワーメントに向けて

ウズベキスタン ● 聴覚障害者向けコンピューター研修

日
本
人
材
開
発
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
聴
覚

障
害
者
の
た
め
の
人
材
開
発
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国家としての自立発展を支援 …………………………

1997年７月、橋本首相（当時）はこの地域に対する

「シルクロード外交」を積極的に展開していく方針を打

ち出しました。JICAは、これらの地域の自立的な発展

を支援するという観点から、①市場経済化支援、②社

会・経済インフラの整備、③保健医療、教育などの社

会セクターへの協力、④環境保全の４分野を柱に協力

してきました。

市場経済化支援では、中小企業振興、WTO加盟支

援、法整備支援、金融制度改革などに関連する制度

整備や人材育成を行っています。社会・経済インフラ

分野では、鉄道、道路、空港、水道を整備するマス

タープランづくりなどに協力しています。社会セクタ

ーでは、保健医療分野の制度改革や教育改革に関する

政策を支援し、機材を整備しています。また、貧困対

策として、「人間の安全保障」の視点を取り入れたコミ

ュニティ支援への協力にも取り組んでいます。

JICAの特筆すべき協力として、ウズベキスタン、カザ

フスタン、キルギス共和国に開設した「日本人材開発セ

ンター」があります。ここで、市場経済化を担う人材を育

成するためのビジネス講座や日本語講座を継続して実施

したり、日本を紹介するための情報を発信したりと、市

民に開かれた「顔の見える協力」を展開しています。

協力関係のあらたな発展 …………………………………

2004年８月、川口外相（当時）は中央アジア諸国を

訪問し、「中央アジア＋日本」というあらたな枠組みを

提唱、各国と合意しました。この枠組みでは、これま

での協力を継続することに加え、「テロ」「麻薬」「輸

送」「水・エネルギー資源」「貿易、環境保全」といっ

た地域共通の課題に関する地域内協力の重要性にも言

及しており、

J ICAがよ

り積極的に

関与してい

くことが求

められてい

ます。

重点課題と取り組み

中央アジアをはじめ近隣諸国に
情報発進
同プロジェクトでは、研修成果をト
ルコから近隣諸国に幅広く広めること
をめざして、2002年に国際研修を始
めました。この試みは同年6月、国
連・アジア太平洋経済社会委員会
（ESCAP）主催で行われ、ウズベキ
スタンなど中央・西アジア７カ国から
エネルギー管理者が集まりました。こ
れを皮切りに、03年10月にはJICA
主催で研修を実施し、ブルガリアなど
黒海沿岸諸国も加えた8カ国が参加し
ました。04年には、マケドニアなど
の中欧諸国を加えた11カ国に対象が
広がりました。05年に実施予定の研

日本の省エネルギー技術を移転
トルコでは、2020年にはエネルギ
ーの海外依存率が80%に達すると予
測されており、「国産エネルギー」と
もいうべき省エネルギーを推進するこ
とが急務になっています。JICAでは
こうした状況を受けて、2000年8月
からトルコ国立省エネルギーセンター
で技術協力プロジェクトを実施してい
ます。このプロジェクトでは、石油危
機以降、世界最高水準の省エネルギー
を達成した日本の省エネルギー技術を
移転するため、①研修コースの機能強
化、②工場診断、③広報・政策提言な
どの活動を展開しています｡

修コースには、東欧・旧ソ連諸国の参
加も予定されています。
こうして、プロジェクトがトルコに
移転してきた省エネルギー技術が、中
央・西アジアを出発点に、黒海沿岸や
中東欧・旧ソ連諸国の周辺諸国にも発
信され、プロジェクトの成果がさらに
広く普及していこうとしています。

（トルコ事務所）

トルコから周辺地域へ省エネルギー技術を発信

トルコ ● 省エネルギープロジェクト

中央アジアからの受講生も研修に多数参加した

（GNI）がそれぞれ210ドルと340ドル（いずれも、世

界銀行2003年データ）ときわめて低水準です。そのほ

かの国でも、大都市と農村での所得格差があり、貧困

問題は拡大しつつあるといえます。

これに対し、タジキスタン、キルギス共和国、グルジ

ア、アゼルバイジャン、アルメニアではすでに貧困削減

戦略書（PRSP）を策定し、国を挙げた取り組みが始ま

っています（ウズベキスタンでも、現在策定中）。これら

の貧困問題に対処するため、雇用を創出し、社会保障

システムを構築するための支援が急務となっています。

日本人材開発センター「書道コース」の受講生が書き初め
を披露（ウズベキスタン）
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南西アジア

南西アジア地域には、全世界の貧
困人口の約40%が暮らしています。
教育、保健などをみても、ほかの貧
困地域と比べて開発が遅れており、
ジェンダー格差が依然として存在す
るなど、解決すべき課題を多く抱え
ています。
こうした南西アジア地域では、「人

間の安全保障」の視点を取り入れて、
「貧困削減」への協力を最重点に掲げ
て取り組んでいます。具体的には、
①基礎生活の向上（保健・人口、教育、
安全な水）と②経済の安定成長（農
業・農村の開発、中小企業の振興と
投資の促進、経済基盤の整備）の両面
からアプローチします。また、ガバ
ナンスの改善、都市化や工業化が引
き起こす環境問題への対策、ジェン

ダー格差是正についても協力してい
きます。
スリランカを中心に、平和構築へ

の支援にも引き続いて取り組みます。
また、2004年12月に発生したスマト
ラ沖大地震・インド洋津波の被害に
対しても、スリランカ、モルディブ
で再開発・防災などの中長期的な支
援を継続していきます。

「貧困削減」への協力を最重視援助の柱

S o u t h w e s t  A s i a

■各国への協力実績（2004年度）

ブータン 
1,069,928

インド 
966,950

モルディブ 
269,530

バングラデシュ
2,251,606

スリランカ
2,254,125

パキスタン
1,731,847

ネパール�
1,770,017

合 計*�

10,314,003
（単位：千円）�
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貧困層の削減に向けて……………………………………………

南西アジア地域は、バングラデシュ、ブータン、イ

ンド、モルディブ、ネパール、パキスタン、スリランカ

の７カ国を含みます。この地域には約13億人が住んで

いますが、このうち、貧困人口は４億人を超えていま

す。この地域では、さまざまな要素（民族、宗教、言

語、気候など）が政治や社会と複雑に関係しており、

社会や文化の多様性や奥深さにつながると同時に、

社会の不安定要因ともなっています。各国は貧困削

減をめざして開発政策を進めており、教育、保健など

の面で改善してはいますが、開発は依然として遅れ

ています。

南西アジア諸国の経済成長率は、ここ数年は一部を

除いておおむね５%前後で推移しており、比較的好調

です。しかし、多くの国が衣料品、農産物など特定産

品に輸出を依存しており、経済構造は脆弱で、貿易収

支、財政収支は恒常的に赤字になっています。パキス

タンとインドの緊

張関係が少しず

つ緩和されてい

ることを背景に、

今後は南アジア

自由貿易圏の設

立をめざすなど、

域内各国の経済

活動が活発にな

り、地域の安定

化に寄与するこ

とが大いに期待

されています。

開発の現況

電話網の整備拡充工事を行うJICA専門家とブータ
ン通信公社職員

JICAで作成した教科書を使って識字教育を受ける
女性たち（ネパール） 撮影：浜田一男

＊グラフ掲載国の実績合計額
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ガバナンス改善支援 ……………………………………………

近年、この地域でも民主化の流れが加速しており、

行政分野に関しても、中央集権から地方分権への移行

が進みつつあります。

JICAでは、地方行政府のキャパシティ・ビルディ

ングをめざし、パキスタンとブータンで住民参加型の

「地方分権化支援プログラム」を実施しています。バン

グラデシュでも、地方行政機関と地域住民とを結ん

で、住民の意向が開発に反映される仕組みづくりを支

援しています。

既存の教育制度が財政を圧迫するとともに、教育

の質の低下が懸念されているスリランカでは、「教育

改革支援プログラム」を通して、教育行政システムの

再構築をめざしています。同じくスリランカの「保健

医療行政支援プログラム」では、保健医療の政策を転

換させ、効率的な治療システムへの進化を進めて、

貧困削減に配慮した保健医療サービスを充実させる協

力を実施しています。また、パキスタンでは、「警察

改革プログラム」を実施して、新警察法をもとにした、

警察行政の地方分権化をはじめとする抜本的な改革

を進め、公平で公正な刑事司法体制の導入をめざし

ています。

今後は、これらのガバナンス改善支援をさらに進め

るとともに、支援を通して得られたノウハウや教訓な

どを共有し、今後、ガバナンス支援案件を実施する際

に生かせるよう検討していく方針です。

「人間の安全保障」の視点……………………………………

膨大な貧困層を抱える南西アジア地域では、貧困対

策を共通の重点課題として掲げ、「人間の安全保障」

の視点を積極的に取り入れて事業を形成し、展開して

います。

具体的には、基礎的な生活の条件を確保することが

むずかしい人 や々地域に直接届く支援を行います（安

全な水の確保や保健など）。スリランカでは基礎インフ

ラの復旧と住民組織のエンパワーメントを中心とした

「コミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興

計画」、バングラデシュではポリオ、フィラリアを対象

とした「感染症対策プログラム」、インドでは貧困地域

を対象に「安全な水供給支援」、パキスタンとネパール

では結核対策やEPI（予防接種拡大計画）/ポリオ対策

を支援しています。

また、貧困層は自然災害や環境汚染に対しても脆弱

な側面をもっています。バングラデシュで「砒素汚染

重点課題と取り組み

主体性をもたせ、力を引き出す
初めは、どのグループもNGOや政

府から援助を受けられればいいとしか
考えていませんでした。都市や農村の
スラムで暮らす女性たちは、どんなこ
とでも自分が決めて実行することはで
きないと思っていたのです。この事業
では、彼女たちに「自分で考えてごら
ん、誰のグループなの？」とたえず問
いかけます。会計帳簿づ
けもグループの規則づく
りも、すべて女性たちに
主体的に行ってもらうこ
とで、グループの可能性
を見いだし、彼女たちも
気づかなかった力を最大
限に引き出すのが、この
事業の特徴です。
現在、生産・物流セン

ターの管理・運営委員会

「自分の力で生きていく」ために
岐阜県に本部を置くNPOソムニー

ドは、JICA草の根技術協力事業で、
2004年7月から、インドのアーンド
ラ・プラデシュ州ビシャカパトナムで
女性の自立支援事業を実施していま
す。都市でも農村でも、貧困生活のな
かで最もしわ寄せを受けるのは女性で
す。この事業は、これらの女性たちを
「助ける」のではなく、リーダーを育て
「生産者と消費者のネットワークによ
る産直運動」「生産・物流センターの管
理･運営」といった具体的な活動を通
し、女性たちが自分の力で生きていくこ
を考えられるようにするのが目標です。
１年目は「いままでの活動が、自分

の力で生きていけるようにすることに
役立ったか」「なぜ女性自助グループ
が必要なのか」を考えてもらうための
研修や視察を行いました。

の委員が選ばれ、彼女たちは「これは
私たちの事業だ」「私たちはJICAやソ
ムニードのパートナーだ」「自分たち
がセンターを運営していかなければ」
と言うようになりました。そして、毎
月2回の委員会を開き、いままで不定
期だった各グループの会議も定期的に
開催するようになっています。

（インド事務所）

産直運動を振興し、女性の自立を助ける

インド ● 女性自助グループ支援

質
疑
応
答
に
も
積
極
的
に
参
加
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る
よ
う
に
な
っ
た
女

性
た
ち
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対策プログラム」（P.16～17参照）、パキスタン、バング

ラデシュで「洪水対策」、インドでは「ガンジス川汚染

対策流域管理計画調査」を支援しています。特にバン

グラデシュでは、中央・地方政府と地域住民の双方に

アプローチし、NGOと連携したり、無償資金協力と技

術協力などさまざまなスキームを連携させたりして、よ

り大きなインパクトを与える支援をめざしていきます。

平和構築支援、津波復興支援………………………………

スリランカでは、過去20年間の武力紛争によって多

くの人命が失われ、国内避難民や数多くの難民が発生

しました。しかし、2002年2月には無期

限停戦合意に至り、「スリランカ復興開

発に関する東京会議」が開催され、スリ

ランカの「平和の定着」に向けた支援に対

し、国際社会が一致した力強い決意を示

しました。JICAは、「平和の定着」を積

極的に支援するために、全スリランカ国

民が平和な生活をあまねく手に入れ、そ

のことによって和平の達成が後押しされ

るよう、地域・民族のバランスに十分に

配慮しながら、協力を進めていきます。

また、ネパールについても、平和構築関

連の案件形成を慎重に継続していきます。

2004年12月のスマトラ沖大地震・インド洋津波で

は、スリランカ沿岸部とモルディブに甚大な被害が発

生しました。JICAは支援の初期段階から、「緊急人

道援助などの短期的対応」から「復興後の再開発・防

災などの中長期的支援」までのスムーズな移行を念頭

に置いた協力を開始しており、今後も継続していき

ます（P.11～12参照）。

また、スリランカでは、津波災害で被害を受けた地

域の多くが紛争の影響を受けた地域でもあるため、平

和構築の視点を取り入れつつ、津波災害に対する復興

支援を進めていきます。

武
力
紛
争
に
よ
る
難
民
・
国
内
避
難
民
の
再
定
住
を
支
援（
ス
リ
ラ
ン
カ
・
北
東
部

ト
リ
ン
コ
マ
リ
ー
の
難
民
キ
ャ
ン
プ
）

人まで歌や踊り、スポーツに興じ、特
にチーム分けをしてゲームをすると、
他人の声が聞こえなくなるほどの大歓
声がわきました。
活動を終えてキャンプから帰ろうと
すると、ほとんどのところで「今度は
いつ来るの？」「また来てね」と声を
かけられました。隊員はその声を聞く
たびに、この活動の意
義を強く感じました。

被災者の多くの笑顔
と出合う
被災者の多くは、家族

や知人、財産などをなく
した悲しみに加え、住宅
再建や就職にも見通しが
立たず、不安のなかで生
活しています。今回の活
動は、被災者が気分転換

１カ月にわたり避難所を支援
インド洋津波の被害を受けたスリラ
ンカに、3月上旬から約１カ月間、
19人の青年海外協力隊員チームが派
遣され、コロンボから160km南のマ
ータラ県にある19カ所の避難所で支
援活動を行いました。マータラ県では
1087人が死亡、2万9550人が避難
所生活を余儀なくされています（被災
者人数は2005年4月現在）。隊員は、
被災者の感じているストレスや恐怖感
を和らげるために、手工芸教室（陶芸
や民芸品の作成など）、レクリエーシ
ョン（紙芝居、折り紙、人形劇、フォ
ークダンス、ボーリングなど）、スポ
ーツ（サッカー、バレーボールなど）を
企画しました。派遣期間の最後には、
踊りの出し物、南部地方の伝統文化で
ある悪魔払いを企画して、避難所住民
と一緒に楽しみました。子どもから大

するいいきっかけになったと思われま
す。今回派遣された隊員は、全員、スリ
ランカでの隊員経験があり、現地語で
あるシンハラ語が話せました。そのた
め被災者との距離もすぐに縮まり、多
くの笑顔と出合うことができました。

（スリランカ事務所）

被災地の人々に笑顔が戻った

スリランカ ● 南部津波被災者支援活動
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● 中 東 地 域

中東

中東地域の多くの国では、人口増に
ともなう失業者の増加、経済自由化に
ともなう所得格差の拡大、政体への不
満と個人の自由の制限など、社会の不
安定要因を数多く抱えています。また、
長年にわたるパレスチナ問題の帰趨は
地域全体に大きく影響しており、中東
和平の実現は域内のみならず世界の平
和と安定にとって重要な課題となって
います。パレスチナと同様、アフガニ
スタン、イラクは、それぞれ新しい政
治体制のもと、国際協調による支援を
受けながら国家再建の途上にあります。
JICAは、中東安定化の鍵となるアフ
ガニスタン、イラク、パレスチナに対
する平和構築・復興支援を、この地域の
最重要課題として取り組んでいます。
また、政府・行政組織が必ずしも末端ま
で十分に機能していないこれらの国々へ
の支援では、住民自治、自活能力の向上

といった「人間の安全保障」の視点を重
視して事業を展開しています。
さらに、イラク、パレスチナとその
周辺のアラブ諸国は、政治経済だけで
なく文化、社会のうえでも深く結びつ
いており、JICAではアラブ協調の考え
方のもとで、エジプトやヨルダンと協
力して、イラク、パレスチナの人材育
成事業を積極的に推進しています。
中東地域に共通した課題として産業
人材の育成が挙げられます。これは、
貿易の自由化をふまえた産業競争力の
確保と雇用問題の解決という２つの大
きな課題をターゲットとしたものです。
EUとの貿易自由化が進む中東各国で
は、技術力のレベルアップが産業競争
力を支えます。JICAでは技術力を向上
させ、若年層の雇用を拡大させる職業
訓練や技術者育成プログラムの協力に
力を注いでいます。

アフガニスタン、イラク、パレスチナへの平和構築・復興支援援助の柱

M i d d l e  E a s t

■各国への協力実績（2004年度）

第 ２ 章

中東地域は、数多くの戦争に巻き込まれ、国境も国

家体制も変動を繰り返してきました。第２次世界大戦

後に限っても、数次にわたる中東戦争、レバノン内

戦、アフガニスタン内戦、イラン・イラク戦争、湾岸

戦争、イラク戦争など、多くの戦争・紛争が起こりま

した。

民族・宗教など複雑な社会問題を抱えていますが、

これらに加え、近年では、失業者の増加、所得格差の

拡大、政治活動や報道の自由の制限などによって国民

の不満が高まりつつあるなど、大きな不安定要因が重

なっています。国際的なテロ対策や資源問題を背景に

欧米の大国の思惑もからみ、この地域では今後とも流

動的な状況が続くものと予想されます。

2001年９月に起きたアメリカ合衆国の同時多発テロ

以降、地域の課題として民主化が大きく浮上しまし

た。2005年１月にはパレスチナ自治政府の大統領選挙

やイラクの国民議会選挙などが実施されましたが、こ

れらは以前の中東での選挙に比べると、より民主的に

なったと評価されています。民主化の問題は今後とも

中東地域の大きな課題であり、各国政府とも自ら前向

きな取り組みを表明しています。

経済では、EUおよび中東地域内の貿易自由化に向

けた動きが進展しつつあり、いかに競争力のある産業

と技術者を育成し、雇用を確保するかが課題です。国

際的な競争に伍していけるだけの産業の育成と雇用拡

大は、急を要する重要な開発課題といえます。

開発の現況

オマーン 
636,184

サウジアラビア 
441,328

イエメン 255,614

パレスチナ 247,659

アルジェリア 213,038

レバノン 19,181

バーレーン 9,195

スーダン 4,540�

クウェート 4

アフガニスタン
2,065,694

イラン
1,325,623

エジプト
1,053,049

シリア
1,104,691

チュニジア
1,083,326

トルコ
1,204,839

モロッコ
1,528,900

合 計*�

13,152,138
（単位：千円）�

ヨルダン 
1,052,894

イラク 
906,383

＊グラフ掲載国の実績合計額
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各国の取り組み……………………………………………………

パレスチナ―中東和平と「人間の安全保障」

2000年９月に第２次インティファーダが勃発して以

降、中東和平交渉は停滞していましたが、2003年６

月に双方の共存に向けたロードマップが合意され、

2005年１月にはパレスチナ自治政府大統領選挙で穏健

派のマフムード・アッバース大統領が選出されたこと

で、今後さらなる進展が期待されています。

日本政府は2004年12月、中東和平を推進するため

6000万ドルの支援を表明するとともに、人道支援、自

治政府改革支援、信頼醸成、経済自立支援の４点を柱

とする支援方針を発表しました。JICAでも、「人間の

安全保障」の視点をふまえつつ、住民の生活レベルの

改善に直接役立つような支援に積極的に取り組みます

（短期的支援）。さらに、将来のパレスチナ国家の基盤

整備と自立に貢献できるよう、行政改革・民主化支援、

生産セクター開発、生活基盤改善、信頼醸成などの分

野を重点的に支援します（中長期的支援）。

アフガニスタン―民主化と経済・社会開発

2001年にタリバン政権が崩壊してから、アフガニス

タンは国際社会の支援のもとに再建を進めています。

2005年６月までに約６万人の兵士が武装解除され、

約380万人の難民が帰還しています。また、国民選挙

で選ばれたカルザイ大統領の就任や2005年9月に予定

されている地方議会選挙など、新政権の発足にともな

って民主主義が根づき始めています。

JICAもアフガニスタン復興のために、この３年間

で約67億円の事業を展開しました。緊急復興段階では

道路や学校、医療施設を整備したほか、教育や保健医

療、農業開発など主要な開発課題への取り組みを支援

してきました。

今後も識字教育や結核対策、母子保健、ジェンダ

ー、地域開発など、住民に直接行き届く事業を中心

に、「人間の安全保障」の視点をふまえた活動を展開し

ていきます。また、中長期的な開発に向けて、道路、

電力や水資源開発などのインフラ整備、農業開発、行

政能力の強化などについても、国際機関や他の援助国

と連携して支援していきます。

イラク―平和構築、戦後復興

2003年春にフセイン政権が倒れたのち、イラクでは

2005年１月に国民議会選挙が実施され、イラク国民

によるあらたな国の再建が始まろうとしています。し

かし、依然として武装勢力による攻撃が続くなど、同

国の不安定な状況は地域全体にも大きく影を落として

います。

2003年10月のイラク復興支援国会議で、日本政府

は15億ドルの無償資金供与、最大35億ドルまでの円借

款、総額50億ドルの支援を表明しました。JICAでは、

このような支援に結びつく各種調査を実施していま

す。また、医療、電力、水資源管理などの分野で年

間600人以上のイラク人の研修を、エジプト、ヨルダ

ンなど近隣のアラブ諸国や日本で実施し、イラクの国

造りに携わる人材の育成に協力しています。

エジプト、ヨルダン、モロッコ、チュニジア―南南協力

アラブ諸国は政治的、文化的に深く結びついている

だけでなく、地域が抱える開発課題についても多くの

共通点があります。これらの課題解決にあたっては、

地域が協力して取り組む地域協力が効果的で地域全体

の安定につながります。

JICAでは、イラク、パレスチナに対する研修をエ

ジプトやヨルダンで数多く実施するなど、平和構築と

地域協力を具体化するものとして南南協力を推進して

います。また、アフリカ支援のための技術協力とし

て、エジプト、チュニジア、モロッコ各国とパートナ

ーシップ協定を結び、JICAの過去のプロジェクトの

成果を土台にしたアフリカ向け研修を数多く実施して

います。

人材育成と職業訓練……………………………………………

多くの中東諸国では急速な人口増加にともない、若

年層の失業が社会的な問題になっています。また、貿

重点課題と取り組み

シリアとJICAが協力して実施した、アフガニスタン農業関係者向け研修
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易の自由化が進み、国際的な競争が厳しくなるなか

で、産業を育成して雇用を拡大していくには、技術レ

ベルの向上が不可欠です。JICAでは、これまでも人

材育成、職業訓練に関する支援を中東地域で積極的に

実施してきました。今後、労働市場のニーズに基づい

て職業訓練、技術者育成を強化し、民間との連携を促

進するなど、支援をいっそう進めることにしています。

水資源管理と環境保全 ………………………………………

中東地域は、再生可能な水資源の賦存量が世界中

で最も少ない地域で、水資源配分にからむ紛争が地

域を不安定にさせ、開発を滞らせる要因にもなってき

ました。一方で近年の経済発展や、急激な都市化と

工業化により、水質汚濁、廃棄物、大気汚染などの

環境問題が深刻になってきています。水の安定供給

や効率的な利用と同時に、環境に配慮した規制、公

害低減技術や省エネルギー技術を急ぎ導入する必要が

あります。JICAでは「環境行政」「水資源管理」「上

水道管理」などの分野で、地域の将来を担う技術者を

育成するための幅広い技術協力を実施しています。

住民が主体となって、障害者に対して開かれた地域社会づくりをめざすリハビリテ
ーション活動（シリア）

まな社会基盤の機能が著しく低下しま
した。国際社会はイラク復興を積極的
に支援していますが、治安状況が改善
する兆しはみえず、イラク国内での支
援活動はなかなか進んでいません。
そのような状況下、JICAはイラク

の周辺国と協力した人材育成を支援し
ています。エジプトでは、2004年3
月からイラクの医師や看護師を対象と

した第三国研修を
実施し、第4回ま
でに446人のイラ
ク人医師と看護師
が研修に参加して
います。

エジプトへの
協力が実を結ぶ
研修の実施には

依然としてさまざ

2004年3月に第三国研修開始
イラク暫定政権による国民議会選挙
が2005年１月30日に行われ、新生
イラクへの希望が膨らむなか、3月4
日、イラクから医師や看護師113人
を招き、エジプトで第三国研修が開始
されました。
イラクでは、たび重なる戦禍や13

年にも及んだ経済制裁により、さまざ

まな困難がともないました。イラク
国内はいまも通信事情が悪く、研修
を実施するための連絡や調整に多大
な時間と労力が必要でした。また、
イラク全土から参加する医師や看護
師の技術レベルや研修ニーズもさま
ざまでした。
しかし、研修実施機関のカイロ大学
医学部は実にきめ細かく対応し、
100人を超える研修員の多様な研修
ニーズにみごとに応えてくれました。
カイロ大学に対しては、JICAは約20
年にわたりさまざまなプロジェクトを
実施し、医療技術の向上に協力してき
ましたが、いま、その成果が他国への協
力という形で表れています。
研修に参加したイラクの医師や看護
師が、研修の成果をイラクの復興に活
用していくことが期待されます。

（エジプト事務所）

イラクの人材育成支援に日本とエジプトが協力

エジプト ● イラク向け医療分野研修

豊富な観光資源を経済復興に生かすため、日本の協力で博物館を建設。地元の
小学生を招いてワークショップを開催（ヨルダン）
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東西冷戦構造の解消後、日本は1993年から国連などの国際機関と
共催で「アフリカ開発会議（TICAD）」を開催し、アフリカ開発に向けた
国際社会の関心を喚起してきました。2003年のTICAD IIIでは、日本は
対アフリカ支援の３本柱として「人間中心の開発」「経済成長を通じた
貧困削減」「平和の定着」を掲げ、国際社会やアフリカ諸国とともに、
アフリカの開発に貢献していくことを表明しました。また、2005年４月
にインドネシアで行われたアジア・アフリカ首脳会議では、日本政府
は2008年のTICAD IVの開催と今後３年間での対アフリカODAの倍増
を発表し、引き続きアフリカ支援に力を入れていくことを約束しまし
た。
JICAでは、アフリカ開発における究極の目的を、「人間の安全保障」
の概念に基づく「貧困削減」と明確に位置づけています。日本の対アフリ
カ援助方針や、「ミレニアム開発目標（MDGs）」など国際社会の共通目標
をふまえて、以下の方針で貧困削減に取り組んでいきます。
①ミレニアム開発目標への貢献（貧困削減、社会開発指標の改善に役
立つ協力）
②「人間の安全保障」の視点を取り入れた事業の展開（脆弱層とコミュ
ニティへの支援強化）
③ポスト紛争国におけるタイムリーな復興支援の実施
④TICAD IIIのフォロー（人間中心の開発、経済成長を通じた貧困削減、
平和の定着）、NEPAD（アフリカ開発のための新パートナーシップ）
との連携
⑤貧困削減戦略書（PRSP）などを通じた、アフリカ各国の政策プロセ
スへの支援と援助協調に向けた取り組み強化
また、上記の協力を実施する際には、地域拠点を核としたアフリカ
域内協力やアジアでの開発経験を生かした南南協力を推進していき
ます。

● ア フ リ カ 地 域

アフリカ

「貧困削減」が究極の課題援助の柱

A f r i c a

■各国への協力実績（2004年度）

コンゴ民主共和国、�
シエラレオネなど7カ国�
計 109,220

ブルンジ 19,138�
カーボヴェルデ 24,309�
モーリシャス 30,068�
トーゴ 41,323�
セーシェル 43,978
ガボン 50,960
レソト 61,892�
ナミビア 70,214�
チャド 100,823�
ベナン 103,138�
ルワンダ 112,356�
スワジランド �
115,118�
コートジボワール �
134,171�
ジブチ 143,574�
エリトリア 148,583�
ガンビア 203,621
アンゴラ 206,201�
カメルーン 224,470�
マリ 243,153
ナイジェリア 257,018�
ボツワナ 260,183�
ギニア 262,789�
モーリタニア 303,869�
モザンビーク 362,556�
ジンバブエ 459,550�
南アフリカ共和国�
659,260�
マダガスカル 671,392

ケニア�
3,202,869

タンザニア�
2,181,171

セネガル�
1,734,101

ザンビア�
1,745,544

マラウイ 1,566,382�
エチオピア 1,189,836�
ウガンダ 806,258�
ブルキナファソ 682,225�
ニジェール 674,691

合 計*�

20,969,934
（単位：千円）� ガーナ�

1,763,930
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アフリカの現状……………………………………………………

世界で49カ国とされる後発開発途上国（LDC）のう

ち34カ国がアフリカ地域にあり、長期にわたる経済の

低迷を受けて、人口１人あたりの所得水準は1960年代

よりも低い状態にとどまっています。アフリカ地域の

人口の約４割は、1日１ドル以下で生活する絶対的貧

困レベルに置かれています。近年は、エイズ、マラリ

ア、結核などの感染症が蔓延し、世界経済からも貿

易・投資面、情報面で取り残される傾向にあり、アフ

リカの貧困はより深刻になっています。保健や教育な

どの社会開発指標を組み合わせた人間開発指数をみる

と、下位25カ国がアフリカ諸国となっています。

変革のなかのアフリカ支援………………………………

1990年代以降、アフリカ諸国は、政治、経済、社

会の面で大きな変革期にあります。

アフリカは1980年代から一貫して世界のODAの最

大の受け取り地域でしたが、1990年代には欧米諸国の

援助疲れから、ODAの受け取り額は195億ドル（1992

年）をピークに、139億ドル（2001年）まで低下しまし

開発の現況

＊グラフ掲載国の実績合計額
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た。しかし、21世紀に入り、欧米

諸国は対アフリカ援助の増額を表

明してきており、英国で開催され

た2005年のグレンイーグルズ・サ

ミットでは、アフリカ開発が中心

課題の１つとして議論されました。

この間、アフリカ諸国では、セ

ネガル（2000年）、ケニア（2002年）

などで平和的に政権交代がなされ

るなど、民主化が進展してきてい

ます。また、2000年以降、長期に

わたる内紛が続いたエリトリア、

アンゴラ、コンゴ民主共和国、ス

ーダンなどでも和平合意が締結さ

れ、復興に向けた取り組みが始ま

っています。2001年10月には、ア

フリカ諸国自らのオーナーシップ

によって開発イニシアティブ「アフリカ開発のための

新パートナーシップ（NEPAD）」が表明され、各国の

民主化の動向を相互監視する制度（African Peer

Review Mechanism）が導入されました。2002年7月

には、それまでの「アフリカ統一機構（OAU、1963年

アフリカ開発会議（TICAD）をふまえて………

JICAはアフリカ地域に対して、2004年度に約212

億円の技術協力を実施しました。無償資金協力実績

（交換公文ベース）を加えると、日本は約600億円も

の援助を行っており、アフリカに対する主要援助国の

地位を占めています。

日本政府は、1993年に国連などと共催で第１回ア

フリカ開発東京会議（TICAD I）を開催して以来、

1998年にTICAD II、2003年にTICAD IIIを開催し

て、アフリカ開発の重要性を世界に訴えてきました。

2003年のTICAD IIIでは、TICADプロセスを通じた

NEPAD支援を基本方針とするとともに、アフリカ開

発には「人間の安全保障」の視点が重要であるとの考え

を示しました。そして、「人間中心の開発」「経済成

長を通じた貧困削減」「平和の定着」を３本柱とする

「日本の対アフリカ協力イニシアティブ」を発表しま

した。

JICAは、こうしたTICADの成果をふまえ、アフリ

カ開発の究極の目標は貧困削減であるという認識に基

づき、アフリカへの支援を進めています。

アフリカへの支援強化 ………………………………………

JICAでは、この1年間、量的拡大と質の向上を通し

て、アフリカ支援をいっそう推進してきました。その

結果、対アフリカの技術協力実績は2003年度の197億

円から212億円へと増加しました。質の向上について

は、「技術協力」「青年海外協力隊」「無償資金協力」

の効果的な連携を進めてきました。あわせて、平和の

定着や援助協調への取り組みなど、あらたな開発課題

にも取り組んできたところです。

さらに、上記に加え、アフリカ支援の実施体制につい

ても整備を強化しました。具体的には、あらたな事務所

の設置（ウガンダ、ガボン、ベナン）、在外事務所への権

限の委譲と人員のシフト、地域支援事務所の設置が挙

げられます。地域支援事務所は、アフリカ各国にある

JICAの拠点（2005年７月現在21カ所）を技術的にサポ

ートするため、ケニア、セネガル、南アフリカ共和国の３

カ所に設置されています。この結果、ケニアおよびセネ

重点課題と取り組み

自主的に資金や資材を集めて学校づくりとその運営に取り組む農村コミュニティを支援（エチオピア・住民参加型
基礎教育改善プロジェクト）

5月設立）」が「アフリカ連合（Africa Union）」へと発

展的に改組されました。アフリカ連合にはアフリカ大

陸の53カ国・地域が加盟しており、地域の政治・経済

的な統合の実現と紛争の予防と解決に向けて取り組み

を強化しています。
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ガル地域支援事務所にベースを置く「教育」「保健」「農

業」などの担当分野の専門家グループ※が、迅速に周辺

国を訪れ、それぞれの国の状況を調査したり、新規の

協力案件の形成を支援したりすることが可能になりまし

た。一例として、スーダンで現状調査を実施したり、ウ

ガンダで理数科教育向上プロジェクトの開始準備を支援

したりといった業務を行いました。

アフリカ向けの開発アプローチ……………………………

JICAでは、先に述べたアフリカの現状をふまえて、

「①人間の安全保障」「②PRSPへの取り組み」「③南

南協力」といったアプローチや視点をとりつつ、協力

を展開しています。

①人間の安全保障

アフリカで、JICAが「人間の安全保障」の考えにそ

った協力を展開していく際には、大きく２つの方向性

が考えられます。

１つは、「紛争後の荒廃した国家の再建と人々の保

護、能力強化」です。アンゴラ、エリトリア、シエラ

レオネなど、和平合意が成立して復興段階にある国で

は、除隊兵士に対する職業訓練や国内避難民、難民、

難民受入れ地域の住民を対象とした農村コミュニティ

の開発への協力を通じて、社会の安定化や復興に向け

た支援をしています。

もう１つは、「慢性的な貧困状況から人々を救うた

めの国家機能の強化と人々の能力強化」です。たとえ

ば、HIV/エイズ感染拡大を防止するには、途上国政

府の能力を強化させ、保健行政の改善と保健サービス

の拡大を支援すると同時に、人々に直接予防啓発活動

を行って、HIV/エイズに関する基礎知識を高め、性

行動の変容を促していくことが重要です。

②PRSPへの取り組み

貧困削減に向けての戦略は、途上国政府がオーナー

シップをもって策定し、実施に移していくことが重要

であり、ドナー諸国には、途上国が推進する戦略の枠

組みにそった支援が求められます。1990年代後半か

ら、こうしたPRSPアプローチが多くの国で実践され

ています。

JICAは、アフリカ側によるオーナーシップの醸成

を重視しつつ、PRSPの策定プロセスと実施に対し、

継続して積極的に参画していきます。また、PRSPを

効果的に効率よく実施するためには、中期的な財政支

出計画が不可欠であり、途上国政府の財務管理能力を

向上させるために、政府とドナー双方で取り組んでい

ます。JICAもキャパシティ・ビルディング活動など

を通して、こうした動きに貢献しています。

③南南協力の推進

アフリカ地域は多様な国家、社会の集合体ですが、

複数の国が共同して取り組むことで成果を達成できる

課題や、他国の類似する経験が問題解決の参考になる

課題も存在します。

このような考えに立ち、

JICAは、TICADで表明

した方針もふまえつつ、南

南協力の視点を取り込んだ

協力も展開しています。具

体的には、①アジア・アフ

リカ協力と、②アフリカ域

内（含む北アフリカ）協力

を推進しています。

2004年は、これまでの

取り組みに加え、アジア・

アフリカ協力の制度化をめ

ざして、農村コミュニティ

開発の分野で、アジア・

アフリカの実務者が一堂に

※次の分野をそれぞれ担当。
・東南部アフリカ地域支援事務所（ケニア事務所内）：
①農業・農村開発、②教育、③保健、④復興支援、⑤アジア・アフリカ協力、
⑥援助協調、公共財政管理

・中西部アフリカ地域支援事務所（セネガル事務所内）：
①農業・農村開発、②教育、③保健、④水産

・アフリカ地域支援（経理・調達）事務所（南アフリカ共和国事務所内）
①経理、②調達

農家の生計向上をめざし、国産米の振興を支援する（ウガンダ）
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貧困削減を最終目標にすえて………………………………

アフリカにおける厳しい貧困状況をみれば、保健・

医療、基礎教育などの社会開発セクターが重要なこと

は議論の余地がありません。

一方、アフリカ諸国が持続して、かつ中長期にわた

って貧困削減を進めていくには、経済成長の観点から

みた開発が不可欠です。アフリカでは人口の７割が農

村部に居住し、その多くが貧困層であることから、そ

の経済成長の鍵は農村部の開発にあるといえます。

JICAは、人々のエンパワーメントに向けた初等教

育拡充やエイズ対策、水供給などの緊急課題に積極的

に協力していくだけでなく、経済成長を支える農業・

農村開発、中等教育や職業訓練、生計所得を向上さ

せるための起業家育成、地方道路や地方電化などの基

礎的なインフラ整備にも取り組んでいます。

人間中心の開発 ………………………………………………………

基礎教育分野については、無償資金協力による校舎

建設に加え、初等教育の充足とのバランスをとりなが

ら、ケニア、ガーナ、南アフリカなどで中等理数科教

育の質の向上に積極的に取り組んでいます。また、近

年は、行政能力向上（学校現況調査、地方教育行政に

おける計画策定能力の向上、学校長の研修など）や父

兄やコミュニティの学校運営への参加促進にも取り組

んでいます。地方分権化の進むエチオピアでは、

JICAは地方政府の教育計画の策定、情報システムの

改善など、住民参加型によるキャパシティ・ビルディ

ングを支援しています。

保健医療分野では、プライマリー・ヘルスケア

（PHC）の強化を中心に、アフリカの深刻な問題であ

る感染症の予防と早期治療にかかわる能力の向上に取

り組んでいます。

具体的には、保健医療行政の組織や制度の整備に協

力するとともに、現場の医療従事者の育成を重点課題

としています。特に緊急課題となっているHIV/エイ

ズについては、エイズケア・治療の入口としてVCT

（Voluntary Counseling and Testing、検査とカウ

ンセリングを組み合わせて同時に行う）を重視し、検

査キットの供与とともにVCTを支援しています。ま

た、寄生虫などの感染症に関しては、ケニア、ガー

ナ、ザンビアなどでプロジェクトを実施中です。研究

所や検査ラボなどの能力向上に向けて協力するととも

に、ボランティア事業や現地NGOとの連携による教

育、啓発活動に協力しています。

水供給分野では、TICAD I以来精力的に行ってき

た地方給水事業（深井戸の整備など）をさらに拡充し、

貧困層、女性、社会的弱者に配慮した協力を優先し

て実施しています。さらに、給水施設の維持管理能力

を向上させ、衛生教育を拡充するため、技術者だけで

なく、水管理組合の住民組織も対象とした技術協力

を、エチオピア、セネガルなどで実施しています。

経済成長を通じた貧困削減……………………………………

JICAは、タンザニア、ケニア、ガーナなどで小規

模農家向けの農業技術の開発・普及に協力するととも

に、農民参加型によるネリカ米（乾燥に強いアフリカ

米と収量の多いアジア米をかけ合わせた品種）の普及

にも努めています。

また、プロジェクト対象地域外へのインパクトとい

う視点から、全国規模およびセクターレベルでの取り

組みを進めるため、①タンザニアにおける農業セクタ

ープログラム開発調査のような政策支援型の協力、②

効率的な普及システムの構築・能力開発、③研究活動

の支援、④実際に普及可能なコストによるパイロット

事業など、より面的なインパクトを重視した援助を展

開しています。

他方、アフリカでは、インフラが十分整備されてい

ないために、流通面での障害が農産物の競争力を弱め

る大きな制約要因となっています。JICAはウガンダ

でパイロット事業を実施し、農産物収穫後の処理およ

重点課題への対応

会する活動を開始しました。この活動は、実務者がお

互いの経験や知識を共有するなかで、アフリカの開発

課題の解決策を探り、さらにはそれを協力して実施し

ていくことを目的としています。

他方、アフリカ域内の協力も広がりをみせていま

す。たとえば、アフリカ諸国の相互協力を促進するた

め、JICAは東アフリカ３カ国（ケニア、タンザニア、

ウガンダ）の高等教育機関がともにアフリカの開発研

究を行う｢アフリカ人造り拠点｣（AICAD：African

Institute for Capacity Development）を支援するな

ど、アフリカ固有の知恵や知識を尊重したアフリカ発

の開発イニシアティブを支援しています。
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くには、まだ不十分と思われました。
そこで、JICAは村人の自助努力を支
援するため、2003年からさらに3年
間、地域の総合的な生活向上をめざし
た「地域保健総合改善プログラム」を
開始しました。

協力終了後の自立発展に向けて
プロジェクトでは各村の地区運営委
員会と、村ごとに選ばれた男女１人ず
つの保健家族推進ボランティアが中心
となって、家族計画を普及させるため
の啓発活動を15カ村で展開していま
す。3年後のプロジェクト終了時には、
活動を郡保健局などの地方行政に引き
渡すことをめざして、地方自治体のス
タッフは村人によりよいサービスを提
供するための手法を学んでいます。
「今度、私たちの村に来られるとき
までに、村の小学校の屋根用のトタン

を2枚買っておきます」。訪
問時に、母親クラブのメンバ
ーが自信をもって話してくれ
ました。本プロジェクトでは
住民の総合的な生活向上を
めざして、母親クラブの結成、
パーム椰子油の搾油、大豆栽
培など、さまざまな収入向上
活動に取り組んでいます。
これまでも、プロジェクト
では、①青年海外協力隊の派

総合保健モデルプロジェクトが
出発点
ガーナ南部のイースタン州にあるビ
リムノース郡は、ガーナ国内でも社会
インフラの整備が最も遅れている郡の
１つです。JICAでは1998年から3
年間、「アフリカ初」の開発福祉支援
事業（当時）として、同郡で総合保健
モデルプロジェクトを実施しました。
リプロダクティブ・ヘルス分野の活動
で定評のある地元NGO「ガーナ家族
計画協会（PPAG）」をパートナーに、
母子の健康状態の改善をめざして、草
の根レベルでの家族計画と母子保健サ
ービスの普及、栄養改善、環境衛生、
学校保健推進などの活動に取り組みま
した。
プロジェクトの目標は達成しました
が、PPAGとJICAの手助けなしに村
の人々が自立して活動を発展させてい

遣による高校での保健教育促進や、②
専門家の技術協力による参加型手法の
技術移転、視聴覚教材作成などを行
って、プロジェクトの成果が普及する
よう支援してきました。草の根無償資
金協力によって供与された車両は、現
在も15カ村の巡回検診に活躍してい
ます。
今後も協力終了後の自立発展に留意
しつつ、地元のニーズに応じた適正な
規模のサービスを提供し、地域の総合
的な活性化に取り組んでいきます。

（ガーナ事務所）

地域の総合的な生活レベル向上をめざす

ガーナ ● 地域保健総合改善プログラム

巡回検診で乳幼児の成長測定を行う

び流通システム改善に関する具体的な開発計画の策定

を支援しています。

道路・橋梁、放送・通信などのインフラ整備につい

ては、無償資金協力による支援を中心に行っています

が、ケニアやエチオピアでは、建設後の維持管理能力

を向上させるための人材養成を行っています。

平和の定着 ……………………………………………………………

平和の定着は、すべての開発を進めるうえで、前提

条件としてきわめて重要です。アフリカ諸国の歴史や

文化などの特質に留意しながら、法治主義、民主化、

基本的人権の保障という基本原則を定着させ、行政の

透明性とともにその効率を向上させることが必要で

す。また、紛争の再燃を防止するためには、民主主義

やグッド・ガバナンス（良い統治）に基づいた社会・経

済を着実に再建することが必要不可欠です。JICAは、

紛争後の復興開発やガバナンスの向上について、昨年

度はチャド、スーダン、シエラレオネ、コンゴ民主共

和国、アンゴラなどでこれまで以上に積極的に支援を

展開しました。

チャドでは、2004年のスーダン・ダルフール地方の

内戦の影響で難民が流入したため、難民受入れ地域

の人々を対象に支援してきています。｢フィールドオフ

ィス※｣を設置し、地方給水などの緊急支援を行うとと

もに、中長期的な協力として農村開発支援も行ってき

ています。また、コンゴ民主共和国では、2005年に大

統領選挙と国会議員選挙が予定されているため、

2005年２月、選挙管理委員を対象に有権者登録法や

選挙実施に必要なマネジメントなどの研修を行いまし

た。

収入向上をめざし、パーム椰子油搾油に精を出す「母親クラブ」のメンバー

※平和構築や復興支援など特定の目的のもと、期間を限定して現場に設置する
援助の拠点。
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● 中 南 米 地 域 1

中米・カリブ

貧困削減は、中米・カリブ地域の大部分
の国 に々とって、開発を進めるうえでの最重
要課題です。一部の国が経験している国内
紛争などの不安定要因を取り除き、地域に
おける平和の構築をさらに推進するために
も、貧困削減は重要です。そのためには、
地域と各国の経済が持続的に成長し、雇
用を増加させるとともに、人々の生活の質
が改善されることが不可欠です。さらに、小
規模な国 が々隣接するという地域の特徴を
ふまえ、国境を超えた地球（地域）的規模
の問題にも取り組む必要があります。
JICAは、米・カリブ地域に対しては、こ
れらの重点課題に取り組むために、下記
の分野への協力を優先して実施しており、
援助受入国の自助努力を支援しながら、
人造り、国造りに協力しています。また、
「複数国を対象にした広域協力の推進」
「地域の国同士による南南協力の活用」
「他国ドナーとの援助協調と連携の促進」
にも配慮しています。
①教育
基礎教育の充実を重視しています。
②保健医療・衛生
「リプロダクティブ・ヘルス」「感染症対策」

「地域保健医療の充実」「障害者支援」
「安全な水の供給」などへの取り組みを
重視しています。
③農業・農村開発
農業生産性と貧困層の生計の向上、都
市部と農村部の格差是正が課題です。
④産業開発と経済・社会インフラの整備
経済のグローバル化が進展するなかで、
中小企業を振興し、貿易・投資を促進さ
せることが重要です。また、中長期的な
経済成長には、関連インフラの整備が不
可欠です。
⑤環境保全
開発の進展とともに、環境汚染、自然環
境破壊、地球温暖化に早急に対応しな
ければなりません。また、国境を超えた
地域レベルの視点からの取り組みが重
要です。
⑥防災
毎年襲うハリケーン、洪水、地震などの
自然災害に備えて、行政ならびにコミュ
ニティレベルでの対策が急務です。
⑦市民安全
治安の改善が多くの国で共通の課題と
なっています。

貧困削減に向けた持続的な経済成長をめざす援助の柱

Central America and the Caribbean

■各国への協力実績（2004年度）

第 ４ 章

中米・カリブ地域には、中米地域８カ国、カリブ地

域13カ国の計21カ国があり、世界の総面積の約2.2%

にあたる296万㎞2に、世界の総人口の約3%である約

１億7300万人が居住しています。この地域には規模の

小さな国が多く、面積1万㎞2以下の国が8カ国、人口

100万人以下の国が９カ国あります。

地域全体の状況をみると、1990年代にエルサルバド

ル、ニカラグア、グアテマラで和平が進展し、さらに

各国が民主化と経済改革などに努力してきた結果、一

部の国を除いて、政治・経済はおおむね安定してきて

います。この地域では、隣り合う国々が歴史、文化、

言語のみならず開発課題についても共通性をもつこと

が多いため、中米統合機構（SICA）やカリブ共同体

（CARICOM）などの地域統合や域内協力の動きが活

発になっています。

しかし、国内および地域内格差は依然として顕著で

あり、多くの国で貧困、治安、さらに環境問題などが深

刻化しています。さらに小規模な国々が隣接するとい

う地域の特徴から、これらの問題が国境を越えたレベ

ルにまで影響を及ぼしており、問題解決に向けて国際

社会からの積極的な支援が求められています。

開発の現況

合 計*�

10,231,845
（単位：千円）�

メキシコ�
1,591,198

パナマ�
924,674

ドミニカ�
共和国�

1,100,096

ホン�
ジュラス�
1,158,387

エルサルバドル�
595,757

セントルシア 
127,674

バルバドス 
131,205

ベリーズ
186,620

トリニダード･�
トバゴ 198,975

ジャマイカ 
362,592

セントビンセント 94,786

ドミニカ 74,111

ハイチ 73,130

セントクリストファー･�
ネーヴィス 43,852

グレナダ 32,551

アンティグア･�
バーブーダ 19,680

バハマ 5,524�
英領モンセラット 529

グアテマラ
729,310

ニカラグア
1,590,798コスタリカ

684,621

キューバ 
505,775

＊グラフ掲載国の実績合計額
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各国の重要課題と取り組み………………………………

メキシコ―地域内の南南協力も積極的に支援

中米諸国のなかでも最大の国土面積と人口を擁する

メキシコは、2005年4月に経済連携協定（EPA）が発効

するなど、中南米諸国のなかでも日本と密接な関係を

もつ国の１つです。国際社会における地位を向上させ

る一方で、南部の低開発と国内の地域間格差、経済

のグローバル化に対応するための産業開発と地域振

興、開発にともなう環境保全などの課題を抱えてお

り、JICAはこれらを重点課題として協力しています。

また、メキシコが実施する中米・カリブ諸国などへの

協力事業も積極的に支援しています。

エルサルバドル―復興から経済開発・民主化へ

1992年の和平合意後、エルサルバドルでは平和構

築、経済復興が比較的順調に進められました。1998

年のハリケーンに続き、2001年の大地震で甚大な被害

を受けましたが、その後も復興に向けた懸命な努力が

続いています。

エルサルバドルに対しては、「経済の活性化と雇用拡

大」「社会開発」「持続的開発のための環境保全」「民主

主義の定着と強化」を重点分野として協力しています。

ニカラグア―中米最貧困国の開発支援

ニカラグアは貧困層の割合が高く、１人あたりの所

得が中米で最も低い国です。2001年には貧困削減戦略

書（PRSP）が作成され、2004年1月にはIMF（国際通

貨基金）と世界銀行によって、債務削減のための履行

条件が承認されました。

ニカラグアに対しては、「農業・農村開発」「保健衛

生・医療」「教育」「防災」「道路・交通インフラ」

「民主化支援」を重点に協力しています。

グアテマラ―治安の安定と国民融和に向けて

グアテマラでは、1996年12月に政府と左翼ゲリラの

和平協定が締結されて以来、復興と民主政治の発展に

向けた努力が続けられていますが、山間部の厳しい生

活環境の改善や治安の安定、民族間の融和の促進な

ど、その課題はいまだ山積しています。

グアテマラに対しては、「（先住民族に配慮した）農

村生活の改善」「（環境を含んだ）持続的な経済開発」

「民主化の定着」を重点に協力しています。

ホンジュラス―貧困削減戦略書に基づいた協力を

ホンジュラスは、中米・カリブ地域ではハイチ、ニ

カラグアに次いで開発が遅れている国です。1998年の

ハリケーン災害で甚大な損害を受けましたが、現在は

各ドナーによる復興支援も一段落し、社会開発分野を

中心に積極的なドナー協調が行われています。ホンジ

ュラスでは2001年に貧困削減戦略書（PRSP）が作成さ

れましたが、現在はこのPRSPに基づいた具体的な施

策の実行が大きな課題となっています。

ホンジュラスに対しては、「教育」「保健医療」「貧

困地域開発」を重点に協力しています。

コスタリカ―地域をリードする民主主義国

中米地域のなかでは比較的教育水準が高く、社会保

障制度なども整っているコスタリカは、政治的に不安

定な国が多い中米地域のなかで、安定した民主主義国

としての地位を維持してきています。

コスタリカに対しては、「環境保全」「市民生活の質

の向上」「産業振興」を重点に協力しています。

重点課題と取り組み

シャーガス病感染をチェックする青年海外協力隊員（ホンジュラス）。シャーガス
病は中南米ではマラリアに次ぐ深刻な感染症

基幹産業である観光産業を多角化すべく、自然を生かしたエコツーリズムを開発
（セントルシア）
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パナマ―運河を中心とする国の経済改革

運河を中心とするサービス産業に依存するパナマで

は、1999年のパナマ運河返還後、市場のグローバリゼ

ーションを前に経済の近代化と改革を進めてきまし

た。アメリカ合衆国をはじめとする関係国との自由貿

易協定の締結をめざしながら、環境保全や貧困といっ

た国内問題に取り組んでいます。

パナマに対しては、「地方貧困の削減」「経済社会の

持続的成長」「環境保全」を重点に協力しています。

ドミニカ共和国―貧困削減が大きな課題

2001年まで高度経済成長が続いたドミニカ共和国で

すが、貧困人口が減らず、貧富の格差や地域間格差が

縮小していないなど、貧困削減が大きな課題となって

います。

ドミニカ共和国に対しては、「地方の貧困削減」「地

域保健の強化」「基礎教育の改善」「観光振興」「貿易

投資促進」「環境保全」を重点に協力しています。

カリブ諸国―地域機関と連携した広域協力

カリブ諸国の多くは人口、面積ともに小規模で、独

立後の歴史も浅い一方、１人あたりの所得水準は比較

的高く、経済規模が小さいことなどから、日本の協力

実績は比較的少ないのが現状です。

類似性をもつ国が多いカリブ地域では、カリブ共同

体（CARICOM）などの地域機関と連携しながら広域

協力を展開し、防災や水産資源の保全などといった地

域の共通課題に対応しています。

月にカリブ諸国の隊員とその同僚を招
いて広域研修を開催しました。テーマ
は「パソコンメンテナンス講習会の確
立」。これまで展開してきた講習会の
情報や経験を共有し、これをより広い
範囲に効果的に広めるために実施しま
した。隊員から発した企画ですが、計
画段階から教育文化省も加わり、とも
に準備を進めました。研修には、ジャ
マイカの教育文化省本部職員、地方支
局局長、学校教員のほか、最終日には
教育大臣も参加して、大成功に終わり
ました。

アフリカ諸国へのモ
デル波及をめざす
2005年には、この
研修で得た技術や情報
をもとにジャマイカ全
国で講習会が開催され
ています。また、ジャ
マイカに限らず世界中
の隊員や関係者が利用
できるよう、作成した

パソコンの管理・簡易修理技術
を広める
青年海外協力隊のコンピューター技
術隊員は世界中で活躍していますが、
配属国の機材不足で活動がままならな
いことが多々あります。ジャマイカ政
府もICT（情報通信）教育に力を入れて
いますが、学校にはパソコンが足りず、
黒板とノートで授業する場合が少なく
ありません。そこで現在、教育文化省
とともに力を注いでいるのが「パソコ
ンの管理と簡易修理」です。全国の学
校を管轄する教育文化省の各支局に隊
員を配置し、学校のパソコンを修理す
るだけでなく、教員たちが自ら管理や
修理ができるように講習会を実施して
います。予算不足で満足な教育が受け
られない子どもたちに、少しでも多く
の機会を与えられるよう、壊れない工
夫、壊れても直す技術の普及をめざし
ています。
他国の隊員も似たような問題を抱え
ていることを知ったジャマイカのコン
ピューター技術隊員は、2004年12

資料はhttp://jamaica.jocv.net/で
公開中です。
今後、カリブ諸国で講習会が展開さ
れ、さらにはアフリカ諸国にもこの体
験を還元できればと思います。ジャマ
イカはアフリカから連れてこられた
人々によって育まれ、成功している国
であり、開発のモデルをほかのカリブ
諸国やアフリカに示すことが隊員の使
命であると考えています。

（ジャマイカ駐在員）

IT教育のモデルケースをめざして

ジャマイカ ●コンピューター技術隊員によるパソコンメンテナンス

カ
リ
ブ
諸
国
の
隊
員
と
そ
の
同
僚
を
招
い
て
開
催
し
た
広

域
研
修

2001年の大地震を教訓に、耐震性の高い住宅供給をめざして耐震実験室を開所
（エルサルバドル）
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南米

南米地域では、民主政治が定着し、
公営事業の民営化や貿易自由化に向け
た動きが進んでいます。また、歴史・
文化・言語・社会背景など多くを共有
し、域内協力や経済統合への動きも活
発です。しかし、域内には比較的高い
経済水準を達成している国 （々中進国）と
低い水準の国 （々貧困国）が混在してい
ます。同時に、中進国も国内に局所的
な貧困問題を抱えており、順調な経済
成長に反して貧困層が拡大しています。
このような貧困問題は、政治・経済の
不安定化と麻薬・治安などの社会問題
や環境問題を引き起こす要因となって
います。「人間の安全保障」の観点から
みても、その解決は各国政府の優先課
題であり、国際的な支援が必要です。
南米地域が保有する天然資源、食糧

供給力、経済規模は大きく、この地域
の政治・経済が混乱したり、環境破壊
が進行したりすると、世界経済や地球
環境にも影響が及ぶ可能性があります。
JICAは南米地域に対して、各国内の
国内格差と国家間の格差を是正し、ま
た持続可能な開発を実現するため、「人
間の安全保障」の視点を重視して、以下
の重点課題に取り組んでいます。
①格差是正をめざした貧困対策への支援
②投資環境整備と貿易振興策への支援
③環境問題への対応
④資源の適正管理、食糧生産力維持・
向上への支援
⑤地域統合化への対応と域内協力の促
進
⑥日系人社会との積極的な連携

格差是正に向けた開発を支援援助の柱

S o u t h  A m e r i c a

■各国への協力実績（2004年度）

コロンビア 
481,897

ウルグアイ 
451,414

ベネズエラ�
430,593�

ガイアナ 
33,193

スリナム 
12,070

ブラジル
1,883,887

パラグアイ
1,715,820

チリ
1,020,110

ボリビア
2,363,826

アルゼンチン
1,364,928

ペルー
920,669

合 計*�

11,774,454
（単位：千円）�

エクアドル 
1,096,047
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経済成長の一方で貧困層が増加………………………

南米地域は、植民地支配に端を発し、歴史的に社会

格差が著しい地域です。1980年代にはIMF（国際通貨

基金）や世界銀行の主導で、新経済自由主義政策によ

る経済改革が推進されました。この結果、経済

成長を遂げる一方で、多くの国々で格差の拡

大、貧困層の増加、社会不安の増大などの問題

が深刻化しました。

南米諸国の経済は一次産品に大幅に依存し

ており、世界経済の動向に著しく左右されて

きました。持続的に安定した経済成長を遂げ

ていくためには、中小企業振興を含む投資環

境整備や貿易振興策などへの支援が必要とな

っています。

貧困問題と経済成長が引き起こしている問題

の１つに環境問題があります。都市部周辺の貧民

街からの廃棄物や水源地汚染への対応、また、アマゾン

地域で急速に進む森林破壊など地球規模の問題への対

応が急がれます。

資源と食糧を海外に依存している日本にとって、豊富

開発の現況

「
母
子
保
健
に
焦
点
を
当
て
た
地
域
保
健
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化
計
画
」

（
ボ
リ
ビ
ア
）

＊グラフ掲載国の実績合計額
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貧困対策への支援 ………………………………………………

南米地域では、格差是正・貧困問題に対して、政

府や地方自治体のみならず、市民団体との連携を重視

して支援しています。
● ボリビア：母子保健に焦点を当てた地域保健ネット

ワーク強化計画
● エクアドル：シエラ南部地域生産活性化・貧困削減

計画調査

投資環境の整備と貿易振興策 …………………………

域内外との交易と投資の促進に貢献するため、経済

開発、産業振興、地域開発調査、インフラ整備など

に関する調査（マスタープラン作成、フィージビリティ

調査）を支援するほか、人材育成に向けて専門家など

が日本の知識・技術を移転しています。
● ベネズエラ：中小企業向け経営コンサルタント登

録・育成制度支援
● パラグアイ：中小企業活性化のための指導者育成計画

環境問題への対応 ………………………………………………

都市部における大気汚染・水質汚濁・廃棄物処理問

題や、アマゾン地域やガラパゴス諸島での生物多様性

や森林保全への協力などに取り組んでいます。
● ブラジル：東部アマゾン森林保全・環境教育計画など
● エクアドル：ガラパゴス諸島海洋環境保全計画

資源の適正管理、食糧生産力の維持向上 ……

南米地域の豊富な鉱物資源の調査・探査に協力し、

鉱山公害対策を支援してきました。

また、食糧生産力を維持し、向上させるために、南

米地域の持続的農業開発に向けた協力事業を展開して

います。
● ボリビア：鉱山環境研究センター
● ブラジル：トカンチンス州小規模農家農業技術普及

システム強化計画

地域統合への対応と域内協力の促進 ……………

活動を活発化しているメルコスールに対して、以下

の広域的な協力を開始しました。
● 域内産品流通のための包装技術向上計画調査
● 観光振興計画

また、域内における、いわゆる南南協力への支援で

重点課題と取り組み

な資源とさらに拡大しうる食糧生

産供給力をもつ南米経済圏はきわ

めて重要な存在です。他方で、

一次産品の輸出に依存する経済

からの脱却をめざす南米諸国は、

日本の技術を必要としています。

このように日本と南米は、経済的

な補完関係にあるといっても過言

ではありません。

メルコスール（南米南部共同市

場）は、2003年12月にはアンデス

共同体とFTA（自由貿易協定）を

結び、また、インド、EUなどの域外

諸国や共同体とも同様の交渉をし

ています。域内での技術協力事業

（南南協力）も活発です。

移住者・日系人の存在 ………………………………………

南米への協力を考えるとき、移住者・日系人社会の

存在は欠かせません。南米への日本人移住は100年を

超える歴史があり、移住者・日系人は現地地域社会の

一員として、揺るぎない地位を確立しています。日系

人は農業、保健医療、教育など各方面で活躍し、親

日感情の醸成と日本と移住先国との友好関係の構築に

大きく貢献しています。

チ
リ
の
内
陸
乾
燥
地
域
で
小
規
模
農
家
へ
の
支
援
を
展
開
。
地
元
農
家
を
対
象
に
し
た
温
室
栽
培

技
術
研
修
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「コミュニティ・ヘルスワーカー」
の能力とモチベーションを強化
プロジェクトが注目したのは、ブラジ
ルの「コミュニティ・ヘルスワーカー」と
いう制度でした。彼らは看護師などの専
門職ではなく、一般の住民です。JICA
は、日本のNPOであるHAND S
（ Health And Development
Service do Brasil）およびマニコレ
市保健局と共同で、コミュニティ・ヘ
ルスワーカーへのトレーニング、家庭
訪問への同行指導、他の地元NGOや
住民組織との協働推進などを通して、
コミュニティ・ヘルスワーカーの能力
とモチベーションの強化を支援してい
ます。保健に関するトレーニングを受
け、妊産婦、小児、高血圧などの慢性
病患者への保健指導などを行うなか
で、コミュニティ・ヘルスワーカーの
意欲や士気も高まってきました。
環境保護が話題になるアマゾンです

「大海に浮かぶ小島」のようなコ
ミュニティ
プロジェクト活動地であるマニコレ
市はブラジルのアマゾン地方、アマゾ
ナス州にあります。アマゾンの森を海
にたとえると、マニコレ市は大海に浮
かぶ小島。川沿いに点在する遠隔地コ
ミュニティから市街地へ、その交通手
段は船しかありません。九州ほどの面
積に4万人の人口といえば、人口密度
の希薄さがおわかりいただけるかと思
います。
このとてつもなく広く、交通の不便
な地域で保健状況を改善するには、コ
ミュニティの住民自身が保健知識をも
ち、病気の予防と健康の保持に努める
しかありません。病気の患者を船に乗
せ、市街地まで運ぶのに一晩二晩がか
りという遠隔地がたくさんあるので
す。マニコレでは、「治療より予防」が
最優先です。

が、実際にそこに生きる人々と接する
と、自然と共存できる「持続可能な開
発」のためには、現にそこで生活して
いる人々の健康状態を改善する地道な
取り組みが欠かせないと痛感します。
「森の恵み」を受けて生活する小規模な
コミュニティのあるところで、無謀な
開発は行えません。そういった意味で
は、彼らは人類全体のために、貴重な
アマゾンを守る「森の番人」の役割を
果たしてくれているのです。

（ブラジル事務所）

アマゾンを守る「森の番人」の健康を改善

ブラジル ●アマゾン地域保健強化プロジェクト

歯
磨
き
指
導
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン

は、チリ、アルゼンチン、ブラジルの３カ国とパート

ナーシップ・プログラム（Partnership Program: PP）

を締結しました。域内はもとより、アフリカなど域外

の国も対象に、次のような協力を展開しています。
● JCPP（チリとのPP）：キューバ水産養殖、ボリビア

家畜衛生
● PPJA（アルゼンチンとのPP）：パラグアイ・ボリビ

ア家畜衛生、人口統計
● JBPP（ブラジルとのPP）：熱帯果樹・キャッサバ栽

培技術、公衆衛生（ポルトガル語圏アフリカ諸国と

東ティモールを対象）

日系人社会との連携……………………………………………

ブラジルに住む日系人技術者を域内他国に派遣する

など、日系人社会と連携した事業を実施しています。

日系人社会は南米各地で地域の模範となる活動を実施

しており、今後とも連携を強化していきます。

リハビリテーションサービス向上のために協力する専門家（チリ・身体障害者
リハビリテーションプロジェクト） 撮影：野町和嘉

内戦で疲弊した国内農業を復興するため、青年海外協力隊員が提唱した「平和の
種まき」プロジェクトに参加した中高生（コロンビア）
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● 大 洋 州 地 域

大洋州

大洋州地域は、旧宗主国に依存しな
い社会の実現が最優先課題です。行
政・社会サービスが自立し、経済が発
展するためには、人材の育成と社会経
済基盤の整備が重要ですが、JICAでは、
これらが持続して発展していくための
適正な資源開発と環境保全も重視して
います。
人材育成では、初中等教育・職業訓
練、保健医療分野を中心にボランティ
アを派遣し、多くの行政官を研修員と
して受け入れています。高等教育分野
では、ICT（情報通信）技術を利用した遠
隔教育などに協力しています。保健医
療分野では、予防接種の拡大支援や、
マラリア、フィラリアなどの感染症対
策への協力を推進しています。
道路、港湾、空港、電力、給水など
の社会・経済基盤の整備については、

資金協力による施設の整備と、施設の
維持管理・運営の技術協力を連携させ
て行っています。
また、サンゴ礁の荒廃や固形廃棄物

（ゴミ）に代表される環境問題が深刻に
なっています。地球規模の課題でもあ
る環境保全には、大洋州地域の共通課
題として、国境を超えた広域協力に取
り組んでいます。

小島嶼国の持続的発展に不可欠な人材育成と環境保全援助の柱

O c e a n i a

■各国への協力実績（2004年度）

第 ５ 章

脆弱な経済構造……………………………………………………

大洋州地域にある各国は、国土・人口・経済のいず

れもが総じて小規模な国家です。そのほとんどが第一

次産業への依存度が高いため、天候や国際価格の変動

に左右されやすく、経済構造は弱いものとなっていま

す。また、国土が多くの島々に分かれていること、国

内市場の規模が小さいこと、国際市場から離れている

こと、これを補う運輸・通信手段が備わっていないこ

となどから、経済的自立には多くの課題が残されてい

ます。

旧宗主国との関係は一般に緊密ですが、近年、大洋

州地域の途上国への二国間および多国間援助は伸び悩

んでいます。またミクロネシア３国は、アメリカから

の独立後も、自由連合協定に基づく盟約金（コンパク

ト・マネー）を財政援助の形で受けていました。しか

し、近年はそれもプロジェクト型の援助に移行しつつ

あります。

第3回日本・PIF首脳会議の成果をふまえて
この地域の島嶼国にとって、援助に依存しない社

会、経済の確立は緊急の課題です。大洋州地域では廃

棄物対策、気候変動・海面上昇などの環境問題、人

材育成、島嶼間の運輸・通信開発など、地域全体で

考えるべき課題が数多く、地域を総合的にとらえたア

プローチが不可欠です。各国とも、公的部門の縮小、

主要産業である農業、水産業、観光業の振興に向けた

民間投資の促進など、共通課題に連携して対処するた

め、地域内協力の促進に力を注いでいます。

2003年５月に沖縄で、第３回日本・PIF（太平洋諸

島フォーラム）首脳会議（通称「太平洋・島サミット」）

開発の現況

合 計*�

4,389,768
（単位：千円）�

パプア�
ニューギニア

1,031,559

フィジー
868,693

パラオ
451,445 サモア

537,259

トンガ
288,185

キリバス 84,366�
ツバル 54,914�
クック諸島 19,921�
ナウル 7,103�
ニウエ 2,902�
�

ミクロネシア 
258,921�

バヌアツ 
249,883

ソロモン
227,481�
�
�

マーシャル 
307,136

ココナッツ・プランテーション入植村の子どもたち
（バヌアツ） 撮影：井上博司

＊グラフ掲載国の実績合計額



自立支援と環境保全 ……………………………………………

大洋州地域は、「国家・経済規模」「人種」「人口」

「天然資源の有無」「伝統的社会基盤・生活様式」「政

府の開発計画立案・実務能力」などが国ごとに異なっ

ているため、それぞれの発展段階と開発ニーズに即し

たきめ細かい援助を実施することが必要です。一方

で、いずれも一次産業依存型の若い独立国であり、何

よりもまず「人造り」が必要です。また、島嶼国特有

の制約要因（隔絶性、極小性、脆弱性など）に配慮し、

その克服のための協力が重要となっています。

この地域内におおむね共通する協力の重点課題は、

①社会的・経済的自立に向けての支援、②持続的開発

のための環境保全と資源の適正管理、の２点です。ま

た、域内に広く裨益する効果的な協力案件を発掘し、

形成するとともに、島嶼国に対するノウハウをもつ、

他のドナーや地域国際機関などとの連携を促進してい

くことも求められています。

社会的・経済的自立に向けた支援

「社会的・経済的自立に向けた支援」は、国造りのた

めの人材育成と基幹産業を開発するための基盤整備を、

適切に組み合わせて実施していかなくてはなりません。

人材育成については、経済運営・開発計画分野やそ

のほかのおもな産業分野を支える人材を育成するため

に、ボランティア派遣、研修員受入を中心とした協力

を進めています。

基幹産業開発の基盤整備という観点からは、島嶼国

のニーズを反映した通信・放送、運輸、電力、道路

などのインフラ整備に加え、水産養殖、零細漁業振

興、海図作成、船舶検査、海底鉱物資源探査など、

水産、海運、資源開発分野に重点を置いた協力を実

施しています。

環境保全と資源の適正管理

地域の一部では、沿岸生態系の劣化や特定魚種の乱

獲、熱帯林伐採、廃棄物の不適切な処理などといった

問題が生じています。そこで、「持続的開発のための

環境保全と資源の適正管理」に関しては、サンゴ礁保

全・廃棄物管理など環境保全を直接の目的とする協力

を実施しています。パラオ国際サンゴ礁センター（日

米コモンアジェンダ案件）はこの分野での協力の一例

です。無償資金協力で建設された同センターには、サ

重点課題と取り組み

64 JICA 2005

が開催され、PIF加盟国・地域のうち、ナウル

を除く15カ国・地域の首脳・閣僚が参加しまし

た。この会議では「沖縄イニシアティブ：より豊

かで安全な太平洋のための地域開発戦略およ

び共同行動計画」を策定し、安全保障、環境、

教育、保健、経済成長の５つを重点政策目標と

して掲げ、各分野について日本とPIFが共同で

取り組むべき具体的な行動を明記しました。こ

れらはいずれも二国間および多国間の協力枠

組みで中長期的に取り組んでいくべき課題で

あり、JICAはこの会議の成果を十分にふまえ

た協力を実施してきました。行動計画の最終

年（３年目）にあたる2005年には、目標達成に

向けたさらなる取り組みが期待されています。 授業の質の向上のため教育番組制作に協力（パプアニューギニア）

地域巡回看護師の健康管理教育に耳を傾ける住民（フィジー）
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ンゴ礁保全・研究の国際的な拠点としての役割が期待

されており、サンゴ礁のモニタリング、併設水族館の

整備と教育啓発活動など、多岐にわたる技術協力が進

められています。

域内に広く裨益する協力を……………………………………

大洋州地域では他の援助機関・国際機関との協調・

連携協力も推進しています。域内に広く裨益する協力

の例としては、域内12カ国・地域の高等

教育の拠点である南太平洋大学（USP）

に、衛星通信を利用した遠隔教育ネット

ワーク施設（オーストラリア、ニュージー

ランドとの協調案件）を整備し、遠隔教

育・情報通信技術協力プロジェクトを実

施しています。

また、太平洋地域環境計画（SPREP）

本部の教育・訓練センターを対象とした

無償資金協力や、廃棄物を適正に管理

するための広域技術協力は、地域国際

機関を通じて域内に裨益する協力の一例

です。

保健医療分野では、13カ国・地域を対象に予防接

種拡大計画（EPI）実施のための政策・計画を向上さ

せ、EPI活動従事者を育成する広域技術協力を行って

います。さらに、域内の22カ国・地域を対象に世界保

健機関（WHO）が実施する太平洋地域フィラリア撲滅

プログラム（Pac ELF）のパートナーとして、2000年

から５年間にわたり治療薬、検査キットの供与と、青

年海外協力隊員の派遣を行っています。

評価のニーズが年々高まってきていま
したが、環境影響評価を実施するには、
法律の整備とともに、行政機関側の人
材育成が重要です。
フィジー政府では、あらたなリゾー
ト開発に対しては、環境影響評価の開
発承認の条件として、開発会社に信頼
できる排水処理設備を敷設するよう指
導しています。一方、既存のリゾート
施設に関しては、まず、汚水排水に関
係する設備の現状を把握し、科学的デ
ータに基づいた水質調査を実施するこ

とが前提となっていました。

環境管理改善に向けた
マニュアルを作成
フィジー政府とJICAは、

まず、リゾート施設の集中
しているヤサワ・ママヌザ
諸島とコーラル・コースト
の比較的大規模な40前後の
施設に対し、JICAの調査資
金で、汚水排水処理施設の
現状と水質調査を実施しま

リゾートからの排水がサンゴ礁
を傷める
観光産業は、現在、フィジーで第１位
の主要産業であり、政府・観光省の積極
的な支持もあって、多くのリゾート施設
が各地に計画・建設されています。とこ
ろが、数年前、NGOのグリーンピース
から「美しい海のサンゴ礁が、リゾート
施設からの汚水排水によってダメージ
を受けている」と指摘されました。それ
自身が貴重な観光資源であるサンゴ礁
の保護、保全を進めるために、環境影響

した。この調査は、南太平洋大学
（University of South Pacific）の
応 用科学研究所（ Institute of
Applied Science）に委託しましたが、
その結果、半数以上の施設で改善の必
要があることがわかりました。
この調査結果を受けて、各リゾート
の責任者、政府関係者対象のワークシ
ョップを開催し、施設を改善する必要
性を訴えました。さらに、南太平洋大
学などの協力で、小冊子“Improving
Wastewater Management in Fiji 's
Tourism Industry : A Booklet for
Resort Operators”を作成し、リゾート
ホテル協会、世界保健機関（WHO）な
どの関係機関に配布しました。
この小冊子を作成するまでの作業

が、政府関係機関の担当者同士の信頼
関係をより強固にしました。2005年
3月には環境監理法が制定され、既存
のリゾートの排水処理設備への改善指
導がより効率よく、強制力をもって実
施できる環境が整いました。

（フィジー事務所）

「開発と環境」の共存に向けて

フィジー ●環境影響評価オフィサーの能力強化

リゾート開発現場を視察するUSPの教師と学生たち
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● ヨ ー ロ ッ パ 地 域

ヨーロッパ

ヨーロッパ地域への援助は、1989年
のポーランド、ハンガリーに対する市場
経済化支援を皮切りに、中・東欧から西
バルカン地域へと事業を展開してきま
した。アメリカ合衆国、日本、ヨーロッ
パなどの自由主義先進国による、これ
ら中・東欧諸国への支援は、「社会経済
システムの再建」「市場経済への移行」
さらには「EUへの統合」を目標としてい
ました。2004年５月に中・東欧10カ国が
EUに加盟したことで、JICAではこれら
の国に対する支援は一定の役割を果た
したものとし、2004年度からは原則とし
て新規事業を見合わせています。
また、2007年のEU加盟が協議されて
いるルーマニアとブルガリアについて
は、援助からの卒業も視野に入れなが
ら、社会経済の改善と向上に向けて協
力しています。

他方、西バルカン地域は、戦乱の影
響がまだ色濃く残っており、社会的に
不安定な状況です。また、経済再建も
緒についたばかりであるため、JICAで
は、ヨーロッパ地域での支援の重点を
西バルカン（旧ユーゴスラビア地域）に
移し、今後は技術協力を本格的に実施
していく予定です。
西バルカンでは、これまでは破壊され
たインフラの再建に重点を置いて取り組
んできました。今後は、2004年に日本で
開催された経済閣僚会議での議論をふ
まえ、「平和の定着」と「経済開発」を基本
にすえて援助していきます。特に、平和
の定着については、「人間の安全保障」
の視点からのアプローチを重視してい
ます。

西バルカンの「平和の定着」と「経済開発」をめざす援助の柱

E u r o p e

■各国への協力実績（2004年度）

合 計*�

3,590,076
（単位：千円）�

チェコ 26,798
コソボ 23,567�
ラトビア 17,952�
スロバキア 16,594�
エストニア 9,528�
スロベニア 8,145

ルーマニア�
578,108

ボスニア･�
ヘルツェゴビナ�

865,906

ポーランド�
348,659

ブルガリア�
526,687

ハンガリー�
222,362

セルビア･モンテネグロ �
130,051�
アルバニア 104,927�
モルドバ 100,371
リトアニア 89,666
ウクライナ 69,969�
クロアチア 27,509

マケドニア�
旧ユーゴスラビア�
共和国�
423,277�
�
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民主化・市場経済化支援からバルカン支援へ
ヨーロッパには、西欧地域を中心に工業化が進展

し、経済的に発展している国が多くあります。そのた

め、東西冷戦構造が崩壊する以前は、キプロス、マル

タ、アルバニア、

旧ユーゴスラビ

アなどに対し

て、限定的な協

力を行ってきま

した。

東西冷戦の終

了とともに、旧

ソ連を中心とす

る中央計画経済

体制のもとにあった中・東欧諸国では、効率の悪い経

済運営による経済破綻が表面化しました。1989年、

ポーランドとハンガリーを先がけに脱共産主義と市場

経済化の波が起き、他の国々もこれに続く形で積極的

に経済・社会改革を推進してきました。先進諸国は、

こうした民主化と市場経済化への改革努力を評価・支

援することとし、1989年７月に「対東欧支援関係国会

合（G24）」を設立しました。そして、G24の枠組みの

なかで、各国への協力を展開していくことを決定しま

した。日本は、この決議に基づいて、1989年からポー

ランド、ハンガリーを皮切りに東欧諸国への援助を順

次開始しました。その後、旧ソ連から独立したバルト

３国、ウクライナ、モルドバに対しても、ODAベー

スの援助を開始しました。

開発の現況

ロマ人の小学校で日本文化を紹介する青年海外協
力隊員（ブルガリア・カザンラック地域振興プロ
ジェクト）

＊グラフ掲載国の実績合計額
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グループごとに対応……………………………………………

これらヨーロッパ諸国の多くはEUへの加盟をめざ

し、国内の経済・社会改革を進めました。その結果、

2004年５月にはポーランド、ハンガリー、チェコ、ス

ロバキア、スロベニア、エストニア、リトアニア、ラ

トビア、キプロス、マルタの10カ国がEUに加盟し、

2007年１月にはブルガリア、ルーマニアが続く予定で

す。個々の国ではそれぞれの課題を抱え、また、加盟

国間の格差は存在するにしても、政治、社会、経済な

どのさまざまな面に及ぶ加盟基準を達成し、EUへの

加盟を果たしたことで、被援助国としては一定の開発

水準に達したものと理解されます。

他方、民族紛争などの内戦の影響で、開発が遅れた

旧ユーゴスラビア地域の諸国からなる西バルカン地域

や、市場経済化が遅れたウクライナ、モルドバに対して

は、国際社会からの支援が引き続き求められています。

ブルガリア、ルーマニア―EU加盟を視野に

東欧諸国のなかでEU加盟に遅れをとったブルガリ

ア、ルーマニアも、2007年1月には加盟が予定されてい

ます。JICAは、両国に対しては他の東欧諸国と同様

に、市場経済化への移行と環境保全を重点に支援して

きました。今後は、両国のEU加盟も見すえて、これら

重点分野における制度づくり、人造りを通じた両国の自

立的な発展と、ODAから民間協力への移行に向けた

仕組みづくりを意識した協力を実施していく予定です。

西バルカン地域―民族融和と平和定着

ユーゴスラビア分離独立紛争およびコソボ問題で紛

争当事国となったボスニア・ヘルツェゴビナ、セルビ

ア・モンテネグロですが、破壊されたインフラの復旧

も進み、社会も安定を取り戻し、復興から開発へと援

助ニーズが移っています。ただし、紛争当事国であっ

た両国と、紛争周辺国であるマケドニア、アルバニアな

重点課題と取り組み

デジタル地図を作成し、
技術を移転
デジタル地図の作成では、まず飛行
機で対象国全土の空中写真を撮影し、
特殊な機材を用いて写真を解析しなが
ら地形図を描いていきます。空中写真
の撮影も、予想外の悪天候が何日も続
いたり、近隣諸国から空中撮影の許可
を得るのに時間を要したりと、決して
楽なものではありませんでした。しか
し、いったん写真情報が得られ
ると、現地スタッフも遅れを取
り戻そうと懸命に作業してくれ
ました。
旧ユーゴスラビア地域では、地
形図は軍事情報と認識されてき
ており、また高額なため、一般の
人々が利用する習慣はありませ
んでした。そのため、マケドニア

地図は国造りに欠かせない
「7つの国境、6つの共和国、5つの
民族、4つの言語、3つの宗教、2つの
文字、1つのユーゴスラビア」といわれ
たユーゴスラビア（当時）は、1990年
代の内戦などを経て、現在は5つの国
に分かれています。
ユーゴスラビア時代は連邦軍の測量
局が地図を作成・管理し、その原版は
いまもベオグラードに保管されていま
す。内戦後に独立した国では1970年
代に作成された地図を、更新もできず
に使用しています。しかし、各種インフ
ラの整備や環境保全、土地利用といっ
た国の開発計画を進めるには、最新の
地理情報が不可欠です。そこで、ボス
ニア・ヘルツェゴビナやマケドニアで
は、日本に対し、デジタル地図作成に
関する開発調査を要請してきました。

で実施されている調査のなかでは、小
学生対象の地図コンテストを開催した
り、地図教育に携わる教員への啓発活
動を行ったりしています。JICAでは、
国の一部地域をモデルとして、現地ス
タッフとともにデジタル地図を作成し、
技術を移転しています。残りの地域の
地図は、現地スタッフが自国の国造り
のために作成していくことになります。

（オーストリア事務所）

国造りの基礎となる地理情報をまとめる

旧ユーゴスラビア地域 ●デジタル地図作成支援
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専門家が地図作成のための現地調査を指導（ボスニア・ヘルツェゴビナ）



68 JICA 2005

標としました。これらは同時に、民間
部門への投資を促進するための重要な
条件整備でもあります。JICAもこう
した現状をふまえ、投資を促進させ、
行政能力を向上させるための支援（対
外貿易経済省が公共投資計画を実施す
るための調整能力の向上など）を行っ
ています。

各民族と対話を続けることが重要
BHにとって最

も重要な課題は、
複雑な行政機構を
つなぐ1つの国と
しての制度をつく
ること、そして、
その枠内での情報
共有システムを確
立することです。
BHにはもともと
スルプスカ共和国
とボスニア・ヘル
ツェゴビナ連邦と

経済発展に向けて行政能力向上を
ボスニア・ヘルツェゴビナ（以下BH）
の紛争が終結して、2005年で10年に
なり、その開発の目標は戦後復興から
EU加盟を目標とした経済発展へと移り
つつあります。04年、BH政府は、今後
の開発の指針となる中期開発戦略
（Medium Term Development
Strategy/MTDS）を策定し、より効
率的な行政制度とインフラの整備を目

いう2つのエンティティがあり、さら
にボスニア・ヘルツェゴビナ連邦は
10のカントン（県）に分かれています。
また2000年には、2つのエンティテ
ィのいずれにも属さないブルチコ特別
区が設置されています。それぞれに行
政機関が存在し、行政の手続きは複雑
を極めます。これは、民族紛争を終結
させ、各民族を尊重するためにつくり
出された制度ですが、今後開発を進め
るには、民族間の協力体制をつくり出
す必要があります。そこで、UNDP
（国連開発計画）のイニシアティブによ
り、対外貿易経済関係省に援助調整ユ
ニットが立ち上げられました。
BHでは、戦争という過去を乗り越
え、各民族が協力して、1つの国家を
育てる作業が始まっています。JICA
が行っている行政能力向上への援助
は、各民族と地道な対話を続けて初め
て、その効果を出しえるのではないか
と感じています。

（オーストリア事務所）

各民族が協力する体制づくりを支援

ボスニア・ヘルツェゴビナ ●援助調整プロジェクト

日本の援助調整専門家と対外貿易経済関係省、UNDPのスタッフ

どの西バルカン地域の国々には、過去に対立した複数

の民族が複雑に混在しています。そのため、政治的、経

済的な理由で民族間の緊張が高まれば、突発的な事件

で紛争が引き起こされる可能性があります。構造的に

不安定な西バルカン地域で平和を維持し、定着させる

には、民族融和を進める努力をするなど、紛争を予防

するための不断の取り組みが必要です。どのような協

力が民族融和の促進に役立つのかも検討しながら、多

民族社会の安定に貢献する支援を実施していきます。

2004年４月、東京で「西バルカン平和定着・経済発

展閣僚会合」が開催されました。ここで、同地域にお

ける「平和の定着」と「経済発展」は車の両輪の関係であ

り、相互に連携して進めることが重要なこと、国際社

会が引き続き協力していく必要があることが確認され

ました。この方針を受けて、JICAでは、西バルカン

諸国に対しては、平和の定着への協力に加え、雇用拡

大に向けて、中小製造業や観光業などの民間セクター

の開発を支援していきます。

ウクライナ、モルドバ―民主化と市場経済化

ヨーロッパとロシアの間にはさまれているウクライ

ナ、モルドバは、その経済・社会システムに旧ソ連の

影響が強く残り、民主化、市場経済化が遅れた結果、

現在、ヨーロッパ域内の最貧国となっています。近

年、両国とも政治面で民主化の動きがみられますが、

経済面をはじめ、多くの課題を抱えています。日本側

の援助実施体制にも制約があるなど、多くの困難があ

るなかで、限られた協力でいかに効果を上げることが

できるか、協力のあり方や対象分野の選択などを十分

に検討して支援する方針です。

地震国ルーマニアの地震被害を軽減するため2002年から技術協力プロジェク
トを展開。背景は構造実験施設
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